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評価調査結果要約表 
１. 案件の概要 
国名：マレーシア 案件名：ボルネオ生物多様性・生態系保全プログラム

（BBEC） フェーズ 2 
分野： 生物多様性保全 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：地球環境部 森林・自然環境

グループ 
協力金額（評価時点）：4 億 4,558 万 4,000 円 

協力期間 (R/D)：2007 年 10 月 01 日 
   ～2012 年 09 月 30 日 

先方関係機関：サバ州政府〔首席大臣府天然資源庁

（NRO）、サバ州生物多様性センター（SaBC）、公園局

（SPs）、野生生物局（SWD）、森林局等（SFD）、国立サ

バ大学等（UMS）〕 
(延長)： 日本側協力機関：環境省 
(F/U)： 他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 
マレーシア国サバ州のあるボルネオ島には、東南アジア最高峰のキナバル山やアジアゾウの生息する

低地熱帯林、汽水域のマングローブ林など、世界的に多様な生態系と生物相が見られる。しかしながら、

ボルネオ島の熱帯林は、木材の伐採やプランテーション開発により急速に減少しており、近年、森林の

減少とともに、絶滅危惧種が増加している。 
国際協力機構（JICA）は、サバ州における生物多様性や生態系保全活動の体制・手法整備と人材育

成に対する技術協力の要請をマレーシアから受け、熱帯雨林やマングローブ林を中心とする陸域生態系

に注目し、サバ州の生物多様性保全のために 2002 年 2 月から 2007 年 1 月まで「ボルネオ生物多様性・

生態系保全プログラム（フェーズ 1）」を実施した。具体的には、プログラムを 4 つのコンポーネント

（研究・教育、公園管理、野生生物生息域管理、及び環境啓発）から構成するとともに、全体に共通す

るものとして、モニタリング体制強化、関連機関の能力統合及びプログラムの進捗、成果等の公開を行

いさまざまな成果を得た。 
2006 年 9 月に実施したフェーズ 1 終了時評価調査団によって、「生物多様性・生態系保全の体制案を

取りまとめ、サバ州政府に提案すべきである」という提言がなされたことを受け、プログラム及びサバ

州関係機関で検討が行われ、「2000 年に制定されたサバ州生物多様性条例に定められた『サバ州生物多

様性評議会（SBC）と SaBC』が中心となってサバ州全体の生物多様性保全を行っていくべきである」

という趣旨の提案書がサバ州政府官房長に対して提出された。その後サバ州政府は、生物多様性評議委

員を正式に任命し、SaBC 設立準備室を設置するとともに、フェーズ 1 終了時評価調査での評価結果も

踏まえた技術協力を日本政府に対して要請した。 
これを受け JICA は、2006 年 11 月及び 2007 年 3 月に事前調査、2007 年 9 月に実施協議調査を実施

し、「ボルネオ生物多様性・生態系保全プログラム（フェーズ 2）」として討議議事録（R/D）にてマレ

ーシア側と協力内容に関し合意し、署名・交換を行った（2007 年 9 月 11 日）。事業は 2007 年 10 月 1
日から開始し、中間レビューが 2009 年 11 月に実施された。 
 
１－２ 協力内容 

本事業は、2007 年 10 月から 2012 年 9 月までの 5 年間を事業期間として、マレーシア国サバ州を対

象に、サバ州各関係機関〔NRO、SaBC、SPs、SWD、SFD、環境保護局（EPD）、マレーシア大学サバ

校熱帯生物学・保全研究所（ITBC）など〕をカウンターパート（C/P）機関として、生物多様性と生態

系保全の行政体制・ガバナンスを強化するために実施された。パイロットなどの現場活動は、クロッカ

ー山脈公園、キナバタガン・セガマ河下流域湿地（LKSW）、セガマ河下流域野生生物保全区（LSWCA）

の 3 カ所を対象に実施された。 
 

(1)上位目標 
サバ州の生物多様性と生態系保全が強化されるとともに、国際的に認知される。 

 
(2)プロジェクト目標 
サバ州における生物多様性・生態系保全のための体制が強化されるとともに、サバ州がマレーシ

アの国内外に対して生物多様性保全の知見及び技術を普及できるようになる。 
 

－ i －



 
 

(3)成果 
1．サバ州政府の生物多様性・生態系保全活動を計画、調整、推進するための能力が強化される。

2．サバ州政府機関等の州立公園、野生生物保護区、森林保護区などの保護地域における生物多様

性・生態系保全活動の実施能力が強化される。 
2-1. SPs 及び関係諸機関の、州立公園における生物多様性・生態系保全活動の実施能力が、ク

ロッカー山脈公園の管理を通じて強化される。 
2-2. サバ州野生生物局（SWD）及び関係諸機関の、野生生物保護区における生物多様性・生態

系保全活動の実施能力が、セガマ河下流域野生生物保全区（LSWCA）の管理を通じて強化

される。 
2-3. サバ州森林局及び関係諸機関の、森林保護区における生物多様性・生態系保全活動の実施

能力が、キナバタンガン・セガマ河の流域管理を通じて強化される。 
3．サバ州政府機関及び UMS の生物多様性・生態系保全活動に係る研修実施能力が強化される。

 
(4)投入（評価時点）※2012 年 3 月 31 日付レートで計算 1RM=27.0950 円 

日本側：総投入額 4 億 4,558 万 4,000 円 
長期専門家派遣 6 名  機材供与         1,396 万円（515,255.56RM） 
短期専門家派遣 9 名  ローカルコスト負担 1 億 1,614 万 5,000 円（4,286,587.01RM） 
研修員受入 84 名       その他           

相手国側： 
C/P 配置 71 名  
土地・施設提供 プロジェクト事務所等 
その他 

サバ州政府によって第三国研修（TCTP）の費用、C/P 日当宿泊費や旅費などが提供された。
 

２. 評価調査団の概要 
 調査者 日本側団員 

氏名 担当業務 所属・職位 
池田 修一 総括 JICA 地球環境部 

次長兼森林・自然環境グループ長 
鍛治 哲郎 生物多様性条約（CBD）/ラ

ムサール条約/資源動員戦略

一般財団法人自然公園財団 
調査役（非常勤） 

米田 政明 保護区管理 JICA 客員専門員 
谷口 光太郎 協力企画/多国間協力枠組み

連携 
JICA 地球環境部 
森林・自然環境保全第一課 職員 

辻 新一郎 評価分析 日本工営株式会社 
環境事業部 環境技術部 

マレーシア側団員 
氏名 所属等 

Ms. Zarina Ali Merican Deputy Director, EPU 
Mr. Sivaneswaran Ramachadran Principal Assistant Director, EPU 
Ms. Chitra Subramaniam Principal Assistant Secretary, NRE 
Mr. Aiyub Omar Principal Assistant Secretary, Wisma Putra 

 

調査期間  2012 年 5 月 6 日〜2012 年 5 月 26 日 
（官団員は 5 月 13 日から 26 日まで） 

評価種類：終了時評価 
 

３. 評価結果の概要 
３－１ 実績の確認 
各成果目標及びプロジェクト目標は、いずれも達成される見込みである。 
 
成果 1：達成した。 

指標 1-1 SaBC 事務所が設立され、その組織機構が提案される。 
指標 1-2 SaBC の戦略計画が策定される。 
指標 1-3 プロジェクト活動に関連する SaBC 職員が訓練される。 
指標 1-4 SaBC が国際イニシアティブの州のフォーカルポイントに任命される。 

－ ii －



 
 

指標 1-5 SaBC は 2 つ以上の所轄官庁間作業部会の議長を務める。 
指標 1-6 生物多様性情報管理システムが構築される。 
指標 1-7 環境教育政策とその実施モニタリング体制が確立する。 
SaBC 事務所が計画どおり設立され、その後、サバ州生物多様性戦略（案）が作成された。プロジ

ェクトが実施した研修により、SaBC 事務所職員の能力が向上したことが確認された。 
また、プロジェクトでは、複雑な生物多様性行政を実施するために、所轄官庁の垣根を越えた調

整型諮問機関を各分野に設立し、新設された SaBC は、ラムサール条約及びユネスコ「人と生物圏

（MAB）計画」に係る州のフォーカルポイントに任命されるなど、管轄分野間協働の体制と規範を

定着させた。さらに SaBC は、多数の州政府機関が参加する生物多様性関連の各種委員会を、議長

としてとりまとめるようになった。現在、生物多様性情報管理システムについては、クリアリング

ハウス・メカニズム（CHM）のデータベース開発が進められており、環境教育政策（SEEP）につい

ては、閣議了承を終え、サバ環境教育ネットワーク（SEEN）の構成員によるモニタリングを実施中

である。プロジェクト期間中の数多くの国際会議の主催や参加を通じて、サバ州が生物多様性保全

の拠点として国際的に認知されつつある。したがって、成果 1 は「達成した」と判断できる。 
 

成果 2：達成する見込み。 
2-1：達成する見込み。 

指標 2-1-1 コミュニティ利用ゾーン（CUZ）有資格基準が策定される。 
指標 2-1-2 CUZ に関する 1 つ以上の覚書（MoU）がコミュニティとサバ州公園局の間に取り

交わされる。 
指標 2-1-3 クロッカー山脈公園が正式に生物圏保存地域（BR）に申請される。 
指標 2-1-4 クロッカー山脈公園の管理に関する 3 つ以上の研究が実施される。 
指標 2-1-5 クロッカー山脈公園の研究に関するセミナーとワークショップが 3 回以上行われ

る。 
指標 2-1-6  MAB 計画に関する 3 つ以上の環境教育教材が開発される。 

2-2：達成する見込み。 
指標 2-2-1 LSWCA が正式に設立される。 
指標 2-2-2 LSWCA の管理計画が策定される。 
指標 2-2-3 LSWCA 内の河岸保護区の包括的な特別法が策定される。 

2-3：達成する見込み。 
指標 2-3-1 キナバタガン・セガマ河流域内の一部もしくは全域がラムサール条約登録湿地と

して指定される。 
指標 2-3-2 LKSW の管理計画が策定される。 
指標 2-3-3 LKSW の管理に関する調査が 5 つ以上実施される。 
指標 2-3-4 環境教育教材が 5 種以上開発される。 
指標 2-3-5 ラムサール条約に関する常設展示が 2 つ以上設立される。 
指標 2-3-6 ラムサール条約に関するイベントが 3 回以上開催される。 

クロッカー山脈公園は CUZ の有資格基準の策定や MoU 署名の代わりとなる CUZ 管理審議会の設

立を行い、ユネスコの MAB 計画に BR 登録のための申請書を作成し提出する手続きが最終段階を迎

えている。クロッカー山脈公園の管理に関する研究（6 件）やセミナーとワークショップ（WS）（6
回）も実施され MAB 計画に関する環境教育教材（5 点）も開発されている。また、CUZ に係る住民

参加型保護区管理政策など、政策面も強化した（指標 2-1）。LSWCA の設立及び管理計画（案）の

作成も計画どおり行われており、LSWCA の河岸保護の特別法（案）については、法務局の精査中で

ある（指標 2-2）。キナバタガン・セガマ河下流域がラムサール条約の指定地域となり、同管理計画

を策定し、同関連調査（11 件）の実施や環境教育教材（5 点）の作成を行った。ラムサール条約に

関する常設展示の 2 カ所も確保され、ラムサール条約に関するイベント（5 回）も実施した。これら

の国際的枠組み（ユネスコ MAB 計画、ラムサール条約）を活用し、保護区の緩衝地帯まで保全を拡

大し、管理計画の策定などを通じて保護区網を強化した。したがって、成果 2 は「達成する見込み」

と判断できる。 
 
成果 3：達成した。 

指標 3-1 3 つ以上の研修コースが成功裏に完了する。 
指標 3-2 48 名以上が研修コースを修了する。 
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指標 3-3 研修に総合的に満足する参加者の割合が 75%を超える。 
指標 3-4 求められる知識と技術を適正に伝達したと感じる講師の割合が 90%を超える。 

第三国研修を 3 回実施、合計 16 カ国 55 名の参加があった。また、その参加者の 87%が研修に対

し、満足か、それ以上と評価しており、同講師については全員が「講義が適切に行われた」と評価

している。政策や体制を司る人材が、NRO、SPs、SWD、SFD、SaBC などの関係省庁などで育成さ

れ、C/P の生物多様性に関する研修の実施能力強化（成果３）については全指標をクリアした。した

がって、成果 3 は「達成した」と判断できる。 
 

プロジェクト目標：達成する見込み。 
指標 1. サバ保全戦略の生物多様性に関する部分が更新される。 
指標 2. 生物多様性の国際イニシアティブに 2 つ以上の地域が登録される。 
1992 年に策定されたサバ州保全戦略の生物多様性に関する部分が更新され、サバ州生物多様性保

全戦略として、プロジェクト終了 3 カ月前（2012 年 6 月）には作成される予定である。また、現在

LKSW がラムサール条約登録湿地に指定され（2008 年 10 月）、クロッカー山脈公園は、BR 登録の

申請が行われる予定である。プロジェクト目標であった「保全システム」の強化は、上記のとおり

その重要な要素が強化されたことで、総合的に考えると「達成される見込み」と考える。 
プロジェクト目標の両輪のもう一方は、生物多様性分野においてサバ州が拠点的役割を国内及び、

国際的に果たす能力を身に付けることである。事業期間中に、各種研究活動や国際会議などのイベ

ント参加・招致を行い、サバ州の取り組みを情報発信するとともに、実務者・研究者の国際ネット

ワークを広げた。これらの成果をかんがみ、サバ州が生物多様性分野において国際的に中核的役割

を果たし始めたことがうかがえる。 
 

３－２ 評価結果の要約 
(1)妥当性 
本事業の妥当性は極めて高い。環境保全への支援は、日本政府の援助方針と整合性が高く、マレ

ーシア国における生物多様性保全支援は、JICA の国別分析ペーパー上も優先事項と位置づけられて

いる。マレーシア国内でも、第 10 次 5 カ年計画で、経済成長とのバランスをとるための環境保全の

重要性が強調されている。日本とマレーシアは、CBD を批准しているなかで、両国とも生物多様性

保全に対する国際的な義務があるうえ、2010 年に CBD 締結国会議（COP10）を名古屋で主催した日

本では、その重要性が特に増している。生物多様性保全に関する政策や制度、体制の強化を主眼と

した本事業のアプローチは、サバ州のニーズに合致している。 
 

(2)有効性 
上記の「実績の確認」にあるとおり、プロジェクト目標は達成される見込みであり、関連する指

標もほぼ満たしており、事業の有効性は高い。 
 
(3)効率性 

効率性はやや高い。事業活動を実施するうえで、多くの C/P 機関がコストを負担し、専門家や資

機材、ローカルコスト、本邦研修の成果、フェーズ I の実績などが有効に活用され、想定されてい

た多くの成果を達成した。一方、公園内の CUZ の制度化や、セガマ川下流域野生生物保護区の正式

認定、広報教育啓発活動（CEPA）の本格始動の準備作業に多大な時間と労力、資金が必要となった

ことも確認された。 
 
(4)インパクト 
正のインパクトが高い。生物多様性や生態系に変化が発現するまでには長い年月が必要であり、

その測定方法が複雑なうえ、事業に起因するインパクトを切り離して評価することは困難である。

そのため、上位目標の達成は見込まれているものの、定量的にその可能性を結論付けることはでき

なかったが、定性的なインパクトを事例として洗い出したところ、事業の波及効果がさまざまなと

ころで発現していた。 
例えば、事業の教訓を活用して、新たな野生生物保護区の設立準備が進められており、またラム

サール地域に指定された場所の警護と研究、情報発信を強化するために、州の予算を活用したベー

スキャンプの建設が進んでいる。サバ州で作成した州の「環境教育政策」を模倣し、隣のサワラク

州でも同様の環境教育政策を策定しようとしており、州内でも、関係機関や NGO で構成する SEEN
などが中心となり、事業の成果を発展させる具体的な動きが見えている。面談や現地視察では、事
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業関係者、特に保全の現場に立つ職員の意識や態度に変化が見られ、コミュニティとの対話や官庁

間の垣根を越えた横の連携に対する前向きな様子が観察できた。第三国研修や国際イベントへの参

加を通じて、サバ州と国際的な研究者のネットワークが更に広がり、具体的な国際研究プロジェク

トも計画されている。本事業に対して日本から多くの訪問者が訪れ、結果としてサバ州の生物多様

性保全に対する日本からの資金動員が増幅され、日本人の意識向上にも貢献している。大きな負の

インパクトは見られなかった。 
 
(5)持続性 

持続性は高い。本事業は、元来保全のための制度・体制・能力を強化することが目標としており、

持続性を確保することが計画の段階から考慮されていた。事業を通じて、さまざまな所轄官庁間の

調整型諮問機関が設立され、自主性を持って運営されている。先述のとおり、政策・制度面も整備

され、本邦研修や各種イベントの主催、専門家による日常的指導を通じて、関係職員の能力も独自

に維持・発展できる水準まで向上した。今後、保全活動に必要な膨大な資金を調達するために、公

的資金動員がコミットされるとともに、革新的な資金調達方法を模索する必要がある。 
 

３－３ 効果発現に貢献した要因 
（１）計画内容に関すること：特になし。 
（２）実施プロセスに関すること： 

CBD などを通じて、生物多様性保全と持続的な利用、利益分配などに対して国際的・ローカルの

関心が集まり、事業以外からの資金調達の潜在性が高まったうえ、マレーシア・サバ州政府の財政

力が比較的高かったことから、資金不足による効率性への悪影響がなかった。 
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること：特になし。 
（２）実施プロセスに関すること： 
多くの C/P 機関が人員不足に陥っており、C/P が主体となって実施する活動に若干支障が出たが、

ローカルコンサルタントを動員するなどしたため、大きな影響はなかった。 
 
３－５ 結論 
プロジェクト目標「サバ州における生物多様性・生態系保全のための体制が強化されるとともに、サ

バ州がマレーシア国内外に対して生物多様性保全の知見及び技術を普及できるようになる」は、プロジ

ェクト終了までに達成する見込みであり、当初の計画どおり本年 9 月末で終了する。 
 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
【総論】 
 中南米のコスタリカと同様、サバ州は「アジアの生物多様性保全の拠点」としての認知を得る

まで、事業の革新的アプローチを通じて取り組んだ保全活動を継続すること。 
【サバ州生物多様性保全戦略】 
 SaBC は NRO と協働し、サバ州生物多様性評議会の指導の下、生物多様性保全戦略の実施のモ

ニタリングのため、サバ州政府機関間の調整を行うこと。サバ州政府は同戦略実施に必要な予

算措置や人員配置を行うこと。 
 サバ州の生物多様性保全に係る議論の中に、グリーン経済・成長の視点や活動を更に盛り込む

こと。 
【資源動員】 
 地球環境ファシリティ（GEF）、連邦政府、州政府等の資金を確保し、生物多様性に対する圧力

を軽減するための必要な貧困削減や村落開発、農業開発等の活動（特に保護区の緩衝地帯など

での）に充てること。 
【SaBC】 
 センターは所掌業務に係る中長期計画・行動計画を策定し、公表してセンター機能の理解を関

係者間で深めてもらうこと。 
 センターの制度的枠組みを更に強化すること（特に行政体系全体での位置づけや NRO との行政

系統の明確化など）。 
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【クロッカー山脈公園/ユネスコ MAB】 
 SPs は、公園内に居住する住民との対話を辛抱強く継続し、CUZ に関する枠組みと標準業務手

続きを制度化すること。 
 SPs は、SaBC の支援を得て、ユネスコ生物圏保存地域（BR）登録への申請書の修正を早期に終

え、2012 年の最終締め切り期日までにユネスコへ最終申請書を提出すること。NRO や SaBC、
地方自治体等の支援を得て、SPs は MAB 管理委員会を主導し、BR 指定地域の管理計画を策定

して実施すること。また、SPs と SaBC は、BR 内での環境教育・啓発活動も継続・推進するこ

と。 
【キナバタンガン河・セガマ河下流域湿原（ラムサール条約登録湿地）】 
 森林局は登録湿地（コアエリア）の、NRO は緩衝地帯（バッファーゾーン）の各管理委員会を

主導し、SaBC は両委員会の調整を行い、策定された管理計画どおりに保全と持続的利用活動を

実現すること。SaBC は NRO と協議の上、ラムサール条約登録湿地及び緩衝地帯（バッファー

ゾーン）管理の年間計画策定のガイドラインを提案すること。 
 両委員会へは、汚染物主要排出者（パームオイル産業等）や経済活動事業者（観光業者、水産

業者等）の関与を促すよう取り組み、環境局（連邦政府）やサバ州の環境保護局、マレーシア

大学サバ校などが協力してキナバタンガン・セガマ河の長期的・定期的な水質モニタリングを

実施すること。 
 森林局が建設中のベースキャンプは、保全・警護業務とともに、他機関が行う研究、環境教育、

観光等にも活用すること。 
 ラムサール条約登録湿地及び流域での環境教育・啓発活動には、サバ州観光局、ホテル、旅行

会社、学校等を巻き込み、登録湿地の適切な管理と広報のために、ラムサール条約事務局の専

門的知見も活用すること。 
【SEEP】 
 環境保護局は、2013 年の初頭までに環境教育政策の実施状況をモニタリング報告書としてとり

まとめ、適切な当局へ提出すること。報告書にある提言を受けて、政策決定者は重要な決断を

し、当局はそれを実施すること。 
【LSWCA】 
 SWD は、LSWCA 内の河畔保護地に関する規制の承認を促進し、管理計画を早期に完成させる

こと。また、名誉野生生物管理官制度を拡充すること。 
【知見の共有】 
 ITBC は、次期第三国研修のカリキュラムや教材の改訂・開発を行うタスクフォースを設置する

こと。 同タスクフォースでは、ITBC と NRO/SaBC が共同議長を行う。 
 NRO/SaBC は、第三国研修へのサバ州政府機関の関与を強化するために、ITBC との連携を一層

強め、州政府関与に必要な経費も含めた必要経費を積算すること。 
 サバ州政府は天然資源環境省（連邦政府）や国家公務員研修所（INTAN）と緊密に連携し、協

力関係を更に強め、生物多様性や BBEC の教訓を盛り込んだ特別研修を新たに開発して実施す

るなどして、国内他州への知見の共有を図ること。 
 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営管

理に参考となる事柄） 
 「制度・行政体制」や「ガバナンス」に取り組む日本の技術支援事業は、その数はあまり多く

ないが、適材を活用し、国際的枠組みの活用などの革新的な手法を採用して適正に実施すれば

効果的である。 
 本事業のように関係機関が多い場合は特に、適正な C/P と C/P 機関を特定し、それぞれの機関・

要員の役割を明確にすることが重要である。 
 C/P が多く、事業内容が比較的複雑な事業の場合は、外部要因に事業が影響されやすい。プロジ

ェクト・デザイン・マトリックス（PDM）や活動計画（PO）は事業開始から 6 カ月以内に見直

し、必要があればできるだけ早く適正な手続きを経て改訂するべきである。 
 保全をテーマとする事業の場合、関係者に対するインセンティブを創出することが重要である。

どのようなインセンティブが求められるかは関係者によって異なるため、それを見極めること

が重要である。 
 第三国研修は、類似案件の関係者間で情報や経験、知見を共有する場として有効である。 
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３－８ フォローアップ状況 
第三国研修の継続を予定、また後継案件を予定しており、内容に関しては現在検討中である。本

件に関連する 3 案件が、技術協力プロジェクト、地球規模課題対応国際科学技術協力（SATREPS）
や草の根技術協力といったスキームを活用して実施される。また、これらをフォローアップするた

めに、2012 年 9 月の事業終了後、数カ月間パイプライン専門家の派遣を検討している。 
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Summary of Terminal Evaluation 
1. Outline of the Project 
Country：Malaysia Project Title： Programme for Bornean Biodiversity and 

Ecosystems Conservation (BBEC) Phase 2 
Issue/Sector： Conservation of Biodiversity Cooperation scheme：Technical Cooperation  
Division in Charge ： Forestry and Nature 
Conservation Division 1, Forestry and Nature 
Conservation Group, Global Environment 
Department  

Total Cost (at the time of evaluation)：445,584,000 yen 

Period of 
Cooperation 
 

(R/D)： 
October 1, 2007 - September 30, 
2012  

Partner Country's Implementing Organization：Sabah state 
agencies (NRO, SaBC, SP, SWD, SFD, etc.), Universiti 
Malaysia Sabah (UMS), etc.  

(Extension)：None Supporting Organization in Japan ： Ministry of the 
Environment 

(F/U)：None Related Cooperation： 
1-1 Background of the Project 

Globally-recognized diverse ecosystems and biota are found in Borneo Island where Sabah State, 
Malaysia is located, including Mt. Kinabalu that is the highest peak in Southeast Asia, lowland tropical 
forests where Asian elephants inhabit, and mangrove forests in brackish waters. Tropical forests in Borneo 
have been decreased rapidly by timber harvesting and plantation development, however, and endangered 
species have increased along with the decrease in forests in recent years. 

The Japan International Cooperation Agency (JICA) received a request from Malaysia for technical 
cooperation in consolidating systems and methods for biodiversity and ecosystem conservation activities and 
developing human resources in Sabah State, and carried out the “Bornean Biodiversity and Ecosystems 
Conservation Programme (Phase 1)” from February 2002 to January 2007 for the purpose of biodiversity 
conservation in Sabah State with a focus on terrestrial ecosystems of tropical rainforests and mangrove 
forests. Specifically, the program was comprised of four components (research and education, park 
management, wildlife habitat management, and environmental awareness building). The strengthening of 
monitoring systems, the integration of capacities of related organizations, and the public disclosure of 
program progresses and achievements, etc. were carried out as common activities to the entire program with a 
variety of their outcomes. 

In response to the recommendation “A proposed system of biodiversity and ecosystem conservation 
should be mapped out for offering a proposal to the Sabah Government,” which was made by the Phase 1 
Terminal Evaluation Team organized in September 2006, the program team and related organizations 
entertained it, and submitted a proposal to the Sabah State Government Secretary, saying “Conservation of 
biodiversity in the whole Sabah State should be carried out mainly by the ‘Sabah Biodiversity Council (SBC) 
and Sabah Biodiversity Centre (SaBC)’ that are stipulated in the Sabah Biodiversity Enactment which was 
enacted in 2000.” After that the Sabah State Government officially nominated members of the Biodiversity 
Council, installed SaBC Planning Office, and then requested technical cooperation based on results of the 
evaluation study at the end of Phase 1 from the Government of Japan. 

Consequently, JICA conducted preliminary studies in November 2006 and March 2007 and an 
implementation consultation study in September 2007, making an agreement with the Malaysian side on 
contents of cooperation as the “Bornean Biodiversity and Ecosystems Conservation Programme (Phase 2)” in 
the Record of Discussions (R/D) and then signing and exchanging it (11 September 2007). The program was 
inaugurated on 1 October 2007, and its mid-term review was conducted in November 2009. 
 
1-2 The Project Overview 

This program was implemented to strengthen the administrative system and the governance for 
biodiversity and ecosystem conservation in Sabah State of Malaysia as its target with related organizations 
therein [Natural Resources Office (NRO), SaBC, Sabah Parks (SPs), Sabah Wildlife Department (SWD), 
Sabah Forestry Department (SFD), the Environmental Protection Department (EPD), and the Institute for 
Tropical Biology and Conservation (ITBC) of the University of Sabah Malaysia (UMS), etc.] as counterpart 
(C/P) agencies for five years from October 2007 to September 2012 as a program period. Site activities such 
as pilot activities were carried out at three locations as target sites: the Crocker Range Park, the Lower 
Kinabatangan-Segama Wetlands (LKSW), and the Lower Segama Wildlife Conservation Area (LSWCA). 
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(1) Overall Goal 
Biodiversity and ecosystem conservation in Sabah is Strengthened and internationally recognized. 

 
(2)Programme Purpose 

A system for biodiversity and ecosystem conservation in Sabah is strengthened and Sabah state becomes 
capable of extending knowledge and skills on biodiversity conservation to other states of Malaysia and foreign 
countries.  

 
(3)The Outputs 

1．The capacity of the Sabah State to plan, coordinate and promote biodiversity and ecosystem conservation 
activities is strengthened. 

2．The capacity of Sabah state agencies and UMS to implement biodiversity and ecosystem conservation 
activities for protected areas such as state parks, wildlife conservation areas, and forest reserves is 
enhanced. 

2-1. The capacity of the Sabah Parks and relevant parties to implement biodiversity and ecosystem 
conservation activities for state parks is enhanced through managing the Crocker Range Park. 

2-2. The capacity of the Sabah Wildlife Department and relevant pai1ies to implement biodiversity and 
ecosystem conservation activities for wildlife conservation areas is further enhanced through 
managing the Lower Segama Wildlife Conservation Area. 

2-3. The capacity of the Sabah Forestry Department and relevant parties to implement biodiversity and 
ecosystem conservation activities for forest reserves is further enhanced through managing the River 
basin of Kinabatangan and Segama Rivers.  

3．The capacity of Sabah state agencies and UMS to provide training on biodiversity and ecosystem 
conservation is enhanced. 

 
(4) Input (at the time of evaluation) * Calculated at the rate on 31 March 2012: 1RM=27.0950 yen 

Japanese side：Total Cost: 445,584,000 yen 
Long-term experts  6 persons   Equipment Provided  13.96 million yen (515,255.56RM) 
Short-term experts  9 persons   Local Cost Borne 116,145,000 yen（4,286,587.01RM） 
Training Courses 84 persons, etc. 

Malaysian side： 
C/P  71 persons 
Land, Facility and Project Office. 

The supplementary Fund provision to the Third Country Training Programme (TCTP), travel support 
and allowance for the counterpart personnel, etc. 

2. Evaluation Team  
 Members Japanese members 

Name Field of Evaluation Position and Organization 
Shuichi IKEDA Team Leader Deputy Director General, and Group 

Director for Forestry and Nature 
Conservation, Global Environment 
Department, JICA 

Tetsuo KAJI CBD/ Ramsar Convention/ 
Resource Mobilization 
Strategy 

Director (non-regular staff), Natural Parks 
Foundation 

Masaaki 
YONEDA 

Protected Area Management Visiting Senior Advisor, JICA 

Kotaro 
TANIGUCHI 

Cooperation Planning/ 
Multilateral Framework 
Collaboration 

Deputy Director, Forestry and Nature 
Conservation Division 1, Global 
Environment Department, JICA 

Shinichiro 
TSUJI 

Evaluation Analysis Environmental Science & Engineering 
Department, Overseas Consulting 
Administration, Nippon Koei Co., Ltd. 

Malaysian members 
Name Position and Organization 

Ms. Zarina Ali Merican Deputy Director, Environment and Natural Resource 
Section, Economic Planning Unit 

Mr. Sivaneswaran Ramachadran Principal Assistant Director, International Cooperation 
Section, Economic Planning Unit 

－ ii －



 
 

Ms. Chitra Subramaniam Principal Assistant Secretary, Biodiversity and Forestry 
Management Division, Ministry of Natural Resources 
and Environment 

Mr. Aiyub Omar Principal Assistant Secretary, Malaysian Technical 
Cooperation Programme, Policy and Strategy Planning 
Division, Ministry of Foreign Affairs 

 

Period of 
Evaluation 

 6 May 2012 – 26 May 2012 Type of Evaluation：Terminal Evaluation 
 

3. Result of Evaluation 
3-1 Results of Achievements 
   Both of the output goals and the program purposes are expected to be achieved. 

 
Output 1: Achieved. 

Indicator 1-1 Office of SaBC is established, and its organizational structure is proposed. 
Indicator 1-2 A strategic plan of SaBC is drawn out. 
Indicator 1-3 Members of SaBC who are responsible for activities related to BBEC 2 are trained.  
Indicator 1-4 SaBC is appointed as state focal point for international initiatives. 
Indicator 1-5 SaBC chairs at least 2 inter-agency working groups. 
Indicator 1-6 Biodiversity information and management system is established. 
Indicator 1-7 EE policy and its monitoring mechanism are established. 

SaBC office was established as planned, and then the Sabah Biodiversity Strategy (draft) was 
prepared. It was verified that capabilities of staff had been improved at SaBC office through the training 
conducted by the program. 

In addition, the program helped establish the system and the norm of collaboration among 
concerned fields, including the foundation of a coordination-type advisory body across boundaries of 
competent authorities in each field in order to execute the complex biodiversity-related administration 
and the newly established SaBC that were appointed as the state-level focal point concerned with the 
Ramsar Convention and the “Man and Biosphere (MAB) Programme” of United Nations Educational, 
Scientific and Cultural Organization (UNESCO). Moreover, SaBC came to play a coordination role as 
the chair in putting together various committees related to biodiversity in which a number of state 
government agencies joined. Currently, database development is being advanced for a clearing house 
mechanism in regard to a biodiversity information management system, and monitoring of 
environmental education policy is being conducted by members of the Sabah Environmental Education 
Network (SEEN) after the cabinet approval with regard to the Sabah Environmental Education Policy 
(SEEP). Sabah State is being recognized internationally as a center for biodiversity conservation 
through sponsorship of and participation in numerous international conferences during the period of the 
program. Therefore, it can be determined that Output 1 was “achieved.” 
 

Output 2: Expected to be achieved. 
2-1: Expected to be achieved. 

Indicator 2-1-1 CUZ1 Eligibility Criteria is developed. 
Indicator 2-1-2 At least 1 MOU2 on CUZ is signed between local community and SPs.  
Indicator 2-1-3 Crocker Range Park is proposed officially as Man and Biosphere site. 
Indicator 2-1-4 At least 3 studies relevant to management of Crocker Range Park is conducted. 
Indicator 2-1-5 Seminars and workshops on studies in Crocker Range Park are held at least 3 times. 
Indicator 2-1-6 At least 3 environmental education materials on Man and Biosphere are developed. 

2-2: Expected to be achieved. 
Indicator 2-2-1 Lower Segama Wildlife Conservation Area is gazetted. 
Indicator 2-2-2 Management plan of Lower Segama Wildlife Conservation Area is developed. 
Indicator 2-2-3 Rules and regulations to manage riparian reserve within wildlife conservation area in an 
integrated manner are developed. 

2-3: Expected to be achieved. 
Indicator 2-3-1 Whole or selected areas in river basin of Kinabatangan and Segama Rivers is proposed 

officially as Ramsar site(s).  
Indicator 2-3-2 Management Plan for Lower Kinabatangan-Segama Wetlands is developed.  
Indicator 2-3-3 At least 5 studies relevant to the management of Lower Kinabatangan-Segama Wetlands 

                                            
1 Community Use Zone 
2 Memorandum of Understanding 

－ iii －



 
 

are conducted.  
Indicator 2-3-4 At least 5 environmental education materials are developed. 
Indicator 2-3-5 At least 2 permanent exhibitions on Ramsar are established. 
Indicator 2-3-6 At least 3 events on Ramsar are conducted. 

Qualification criteria was formulated for CUZ and CUZ management council that would take the 
place of MoU signing was established in the Crocker Range Park, where a procedure for preparing and 
submitting the application form for the Biosphere Reserve (BR) registration to MAB Programme of 
UNESCO has reached the final stage. Studies on the management of the Crocker Range Park (6 cases) 
as well as seminars and workshops (6 events) were also carried out, and environmental education 
materials related to MAB Programme (5 items) have also been developed. In addition, policy aspects 
were also strengthened such as a community-based protected area management policy relating to CUZ 
(Indicator 2-1). The establishment of LSWCA and the preparation of a management plan (draft) have 
also been carried out as planned, and the special law on riverbank protection in LSWCA (draft) is under 
detailed examination by the Legal Affairs Bureau (Indicator 2-2). The lower Kinabatangan-Segama 
basin became the area designated under the Ramsar Convention, and thus a management plan was 
elaborated and the implementation of related surveys (11 cases) and the preparation of environmental 
education materials (5 items) were also accomplished for this area. Two sites were also secured for the 
permanent exhibition regarding the Ramsar Convention, and events were also carried out on the Ramsar 
Convention (5 events). Leveraging these international frameworks (UNESCO’s MAB Programme, 
Ramsar Convention), conservation was expanded to the buffer zones of the protected areas, and the 
protected area network was strengthened through elaborating the management plan. Therefore, it can be 
determined that Output 2 is “expected to be achieved.” 

 
Output 3: Achieved. 

Indicator 3-1 At least 3 training courses are successfully completed.  
Indicator 3-2 At least 48 trainees complete training course. 
Indicator 3-3 Percentage of trainees who are satisfied with overall content of training course is at least 

75%. 
Indicator 3-4 Percentage of trainers who feel that they had properly conveyed the desired knowledge and 

skills for their training session is at least 90 %.  
Third-country training was carried out three times, in which a total of 55 persons participated from 

16 countries. In addition, 87% of the participants evaluated the training as satisfactory or more, and all 
of them evaluated that its lecturers “held lectures properly.” Personnel responsible for policies and 
systems were trained in relevant ministries and agencies such as NRO, SPs, SWD, SFD, and SaBC, and 
all of the indicators were satisfied on the strengthening of C/P’s capacities for conducting the training 
on biodiversity (Output 3). Therefore, it can be determined that Output 3 “was achieved.” 

 
The Programme purpose: Expected to be achieved. 

Indicator 1. Biodiversity related issues in Sabah Conservation Strategy are updated. 
Indicator 2. At least 2 sites are registered under international initiatives on biodiversity conservation. 

It is scheduled that the portion related to biodiversity in the Sabah Conservation Strategy which 
was formulated in 1992 will be updated and prepared as the Sabah Biodiversity Conservation Strategy 
three months before the end of the program (June 2012). In addition, LKSW is currently designated as 
the wetland registered under the Ramsar Convention (October 2008), while it is planned that the 
application for BR registration will be made for the Crocker Range Park. It is believed that the 
strengthening of the “conservation system” as one of the program purposes is “expected to be achieved” 
in overall considerations, seeing that its important elements have been enhanced as described above. 

The other one of the two program purposes is that Sabah State acquires capabilities of playing a 
central, hub-like role in the field of biodiversity conservation, domestically and internationally. 
Participation in and hosting of events were performed during the period of the program, including a 
variety of research activities and international conferences, in which information was disseminated on 
efforts in Sabah and an international network of practitioners and researchers was expanded. It suggests 
that Sabah State began to play a central role in the field of biodiversity at the international level in view 
of these achievements. 
 

3-2 Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance 

The relevance of this program was extremely high. Support for environmental conservation is highly 
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consistent with the aid policy of the Government of Japan, and the support for biodiversity conservation in 
Malaysia is positioned as a priority matter in the JICA’s Country Analysis Paper as well. The importance of 
environmental conservation is also emphasized to balance the economic growth in the 10th Five-Year Plan 
in Malaysia. Both Japan and Malaysia have an international duty towards biodiversity conservation as 
having ratified the Convention on Biological Diversity (CBD), and moreover its importance has increased 
particularly in Japan since the Conference of the Parties (COP10) on CBD was hosted in Nagoya in 2010. 
Approaches of this program that focuses mainly on the strengthening of policies, institutions, and systems 
related to biodiversity conservation meet the needs of Sabah State. 
 
(2) Effectiveness 

As it was described in the above “Verification of Performances,” it is expected that the program 
purposes will be achieved while related indicators are also satisfied nearly completely, and thus the 
effectiveness of the program is high. 
 
(3) Efficiency 

The program efficiency was somewhat high. Many of the expected results were achieved, since 
many C/P agencies bore costs in implementing program activities while experts, materials and equipment, 
local costs, outcomes of training programs in Japan, performances of Phase I and others were leveraged 
effectively. On the other hand, it was also recognized that a great deal of time, efforts, and funds were 
required for the institutionalization of CUZ within the park, the official approval of LSWCA, and the 
preparatory work for the full-scale start-up of Communication, Education, Participation and Awareness 
(CEPA) activities. 

 
(4) Impact 

The program has a high positive impact. A long period is required until a change emerges in 
biodiversity or ecosystems, its measurement method is complex, and then it is difficult to evaluate the 
program by separating impacts arising from it. Therefore, the achievement of the overall goal is expected 
but its possibility could not be concluded quantitatively, whereas it was found that ripple effects of the 
program emerged at various places when qualitative impacts tried to be ferreted out as case examples. 

For example, preparations are advanced to establish a new wildlife sanctuary by taking advantage of 
lessons from the program, and the construction of a base camp is also progressing by making use of the 
state budget in order to enhance the guard of, the study of, and the dissemination of information on the site 
that was designated as the Ramsar area. It is observed that a similar environmental education policy also 
tries to be elaborated in the neighboring Sarawak State through replicating the state-level “environmental 
education policy” that was prepared in Sabah State, and specific movements become apparent for 
developing program outcomes mainly through SEEN that is comprised of related agencies and NGOs 
within the state as well. Changes were acknowledged in the awareness and attitudes of the personnel 
concerned with the program, particularly those of the officers going out in the field for conservation during 
interviews and site visits, in which their positive approaches could be observed for performing dialogues 
with communities and horizontal collaboration across functional boundaries of government agencies. The 
network of Sabah State and international researchers has been further expanded through participation in 
third-country training and international events, from which specific international research programs are 
also being planned. Many visitors made a visit to this program from Japan, which resulted in augmenting 
the mobilization of funds from Japan for biodiversity conservation in Sabah and has also contributed to 
improving Japanese people’s awareness. No large negative impacts were found. 
 
(5) Sustainability 

The program sustainability was high. This program originally aimed to strengthen institutions, 
systems and capacities for conservation, and the securing of its sustainability was considered from the 
stage of its planning. Coordination-type advisory bodies were set up among various competent authorities 
through the program, which have been operated with autonomy. As described above, policy and 
institutional aspects have also been consolidated, and capabilities of related officers were improved to the 
level at which they could be maintained and developed on their own account through their participation in 
training programs in Japan and their hosting of various events as well as the daily guidance by experts. It 
will be necessary to make a commitment to mobilizing public funds and seek innovative ways of funding 
in order to raise a huge amount of funds required for conservation activities in the future. 
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3-3 Factors Affected Positively to the project 
(1) Factors concerning the content of planning: None particularly. 
(2) Factors concerning the implementation process： 

There were no adverse effects on the program efficiency due to the lack of funds, because 
international and local concerns increased toward the conservation and sustainable use of biodiversity, 
benefit sharing and other issues through CBD, etc., which has increased the potentiality of funding from 
other sources outside the program, and also that the financial capacity of the Sabah State Government in 
Malaysia was relatively high. 

 
3-4 Factors Affected negatively to the Project 

(1) Factors concerning the planning 
(2) Factors concerning the implementation process 

 
3-5 Conclusions 

The program purpose “A system for biodiversity and ecosystem conservation in Sabah is strengthened 
and Sabah state becomes capable of extending knowledge and skills on biodiversity conservation to other 
states of Malaysia and foreign countries” is expected to be achieved by the end of the program, and thus it 
will be completed at the end of September 2012 as planned originally. 

 
3-6 Recommendations (Specific measures, suggestions, and advice relating to the project) 

【General】 
 As in the case of Costa Rica in Latin America, Sabah State should continue conservation activities that it 

has addressed through innovative approaches of the program until it gets the recognition as a “model for 
biodiversity conservation in Asia.” 

【Sabah Biodiversity Conservation Strategy and Action Plan】 
 SaBC should make coordination among related government agencies in Sabah State in order to monitor the 

implementation of the biodiversity conservation strategy under the guidance of the Sabah Biodiversity 
Council in collaboration with NRO. The Government of Sabah State is required to make budgetary 
measures and staffing necessary to implement the strategy. 

 Perspectives and activities of the green economy and economic growth should be further incorporated in 
the discussions relating to biodiversity conservation in Sabah State. 

【Resource Mobilization】 
 Funds should be secured from the Global Environment Facility (GEF), the federal government, the state 

governments, etc. for allocation to activities of poverty alleviation, rural development, agricultural 
development and others (especially in buffer zones of protected areas) that are required to mitigate the 
pressure on biodiversity. 

【SaBC】 
 The Center should formulate and publicize mid-term and long-term plans related to services under the 

jurisdiction in order to help concerned parties deepen their understanding of its functions. 
 The institutional framework of the Center should be further strengthened (particularly on its positioning in 

the entire administrative system and the clarification of its administrative system with NRO). 
【CRBR/ CUZ/ MAB】 
 SPs should patiently continue dialogues with inhabitants who live inside the park, and institutionalize a 

framework and a standard operating procedure for CUZ. 
 SPs should submit its final version of application form to UNESCO before the final deadline in 2012, after 

completing its revision for registration into UNESCO’s BR at an early date with the support of SaBC. SPs 
are required to lead MAB Management Committee and formulate and implement a management plan for 
the area designated as BR with the support of NRO, SaBC, local governments, etc. In addition, SPs and 
SaBC also ought to continue and promote activities of environmental education and awareness building in  
BR. 

【LKSW/Ramsar Area】 
 The Forestry Department and NRO should lead management committees of the registered wetland (core 

area) and its buffer zone, respectively, while SaBC should coordinate both committees to achieve activities 
of conservation and sustainable use as in the formulated management plan. SaBC has to propose a 
guideline for elaborating an annual plan on the management of the Ramsar wetlands and its buffer zone in 
consultation with NRO. 

 Efforts should be made for both committees to encourage the involvement of major contaminant emitters 
(palm oil industry, etc.) and operators of economic activities (tourist agents, fishery households, etc.), while 
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the Department of Environment (federal government), the Sabah Environmental Protection Department, 
and the University of Malaysia Sabah should cooperate with each other to conduct long-term and regular 
water quality monitoring along the Kinabatangan-Segama River. 

 The base camp that the Forestry Department is constructing should be utilized for research, environmental 
education, and tourism carried out by other agencies in addition to conservation and patrolling services. 

 The Sabah Tourism Board, hotel service providers, travel agencies, schools, etc. should be involved in 
environmental-education and awareness-raising activities in the Ramsar wetlands and surrounding river 
basins, and it is imperative to utilize the professional expertise of the Ramsar Convention Secretariat for 
appropriate management and promotion of the registered wetlands. 

【SEEP/ Environmental Education】 
 The Environmental Protection Department needs to compile the status of implementing its environmental 

education policy into a monitoring report by the beginning of 2013 for submission to the appropriate 
authority. Policy makers have to make essential decisions in response to the recommendations described in 
the report, and concerned authorities are required to implement them. 

【LSWCA】 
 SWD should promote the approval of regulations on riparian protected areas within LSWCA and complete 

a management plan at an early date. In addition, it is desirable to expand the honorable wildlife 
management officer system. 

【Knowledge Sharing】 
 ITBC is required to set up a task force that is engaged in the revision and development of curricula and 

teaching materials for the next third-country training. ITBC and NRO/SaBC are assumed to co-chair this 
task force. 

 NRO/SaBC should further build up the collaboration with ITBC in order to strengthen the involvement of 
government agencies in Sabah State for the third-country training, and estimate necessary expenses 
including those required for the involvement of the state government. 

 The State Government of Sabah should plan to share its expertise with other states within the country by 
making close collaboration with the Ministry of Natural Resources and Environment (federal government) 
and the National Institute of Public Administration (INTAN) while strengthening its cooperative 
relationship with them and also developing and implementing a new special training program that 
incorporates biodiversity and lessons from the BBEC for instance. 

 
3-7 Lessons learned (matters that will be helpful for exploring, formulating, implementing and administering other 

similar projects, derived from the project)  
 Although the number of Japan’s technical assistance projects that address “institutional and administrative 

systems” and the “governance” is not so large, they will be effective if implemented properly by taking 
advantage of suitable personnel and adopting innovative methods such as the use of international 
frameworks. 

 Particularly in the case where there are many concerned organizations such as in this program, it is 
important to identify appropriate C/Ps and C/P agencies and clarify roles of each agency and personnel. 

 Projects which have many C/Ps and whose contents are relatively complex are often susceptible to external 
factors. It is advisable to review their project design matrix (PDM) and their Plan of Operation (PO) within 
six months after their initiation, and revise them through adequate procedures as soon as possible, if 
necessary. 

 It is important to create incentives for concerned parties in the case of projects on the subject of 
conservation. Because what types of incentives are required depends on such parties, it is important to 
assess them. 

 Third-country training is effective as a place to share information, experience, and expertise among 
concerned personnel of similar projects. 
 

3-8 Follow up  
The continuation of third-country training is planned. The subsequent projects are scheduled, whose contents are 

currently under investigation. Three projects related to this program will be carried out by leveraging schemes of 
the Technical Cooperation Project, the Science and Technology Research Partnership for Sustainable Development 
(SATREPS) and JICA Partnership Program (JPP). In addition, the dispatch of a pipeline expert is being considered 
after the end of this program in September 2012 in order to follow up these matters. 
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第１章 調査の概要 

１－１ 協力の背景と概要 

マレーシア国サバ州のあるボルネオ島には、東南アジア最高峰のキナバル山やアジアゾウの生

息する低地熱帯林、汽水域のマングローブ林など、世界的に多様な生態系と生物相が見られる。

しかしながら、ボルネオ島の熱帯林は、木材の伐採やプランテーション開発により急速に減少し

ており、近年、森林の減少とともに、絶滅危惧種が多くなっている。 
国際協力機構（Japan International Cooperation Agency：JICA）は、サバ州における生物多様性や

生態系保全活動の体制・手法整備と人材育成に対する技術協力の要請をマレーシア国から受け、

熱帯雨林やマングローブ林を中心とする陸域生態系に注目し、サバ州の生物多様性保全のために

2002年2月から2007年1月まで「ボルネオ生物多様性・生態系保全プログラム〔Bornean Biodiversity 
and Ecosystems Conservation：BBEC（フェーズ 1）〕」を実施した。具体的には、プログラムを 4 つ

のコンポーネント（研究・教育、公園管理、野生生物生息域管理、及び環境啓発）から構成する

とともに、全体に共通するものとして、モニタリング体制強化、関連機関の能力統合及びプログ

ラムの進捗、成果等の公開を行いさまざまな成果を得た。 
2006 年 9 月に実施したフェーズ 1 終了時評価調査団によって、「生物多様性・生態系保全の体

制案を取りまとめ、サバ州政府に提案すべきである」という提言がなされたことを受け、プログ

ラム及びサバ州関係機関で検討が行われ、「2000 年に制定されたサバ州生物多様性条例に定めら

れた『サバ州生物多様性評議会（Sabah Biodiversity Council：SBC）とサバ州生物多様性センター

（Sabah Biodiversity Center：SaBC）』が中心となってサバ州全体の生物多様性保全を行っていくべ

きである」という趣旨の提案書がサバ州政府官房長に対して提出された。その後サバ州政府は、

SBC 委員を正式に任命し、SaBC 設立準備室を設置するとともに、フェーズ 1 終了時評価調査で

の評価結果も踏まえた技術協力を日本政府に対して要請した。 
これを受け、JICA は、2006 年 11 月及び 2007 年 3 月に事前調査、2007 年 9 月に実施協議調査

を実施し、「BBEC（フェーズ 2）」として討議議事録（Record of Discussion：R/D）にてマレーシ

ア側と協力内容に関し合意し、署名・交換を行った（2007 年 9 月 11 日）。プロジェクトは 2007
年 10 月 1 日から開始し、中間レビューが 2009 年 11 月に実施された。 
 
１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、2007 年 10 月から 2012 年 9 月までの 5 年間をプロジェクト期間として、マ

レーシアサバ州を対象に、サバ州各関係機関〔天然資源庁（Natural Resources Office：NRO）、SaBC、
公園局（Sabah Parks：SPs）、野生生物局（Sabah Wildlife Department：SWD）、森林局（Sabah Forestry 
Department：SFD）、環境保護局（Environment Protection Department：EPD）、サバ大学熱帯生物学・

保全研究所（Institute for Tropical Biology and Conservation：ITBC）など〕をカウンターパート

（Counterpart：C/P）機関として、生物多様性と生態系保全の行政体制・ガバナンスを強化するた

めに実施された。パイロットなどの現場活動は、クロッカー山脈公園、キナバタガン・セガマ河

下流域湿地（Lower Kinabatangan and Segama Wetland：LKSW）、セガマ河下流域野生生物保全区

（Lower Segama Wildlife Conservation Area：LSWC）の 3 カ所を対象に実施された。 
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１－３ 終了時評価調査の目的 

(1) 計画に対するプロジェクト実績の検証 
(2) プロジェクト実施過程の効果発現促進要因・阻害要因の特定 
(3) 評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）によるプロジェクトの分析 
(4) プロジェクト期間内にプログラム目標を達成するために必要な行動に関する提言と、他プ

ロジェクトに対する教訓の抽出 
(5) 日本・マレーシアの合同評価チームによる評価報告書の作成とプログラム運営委員会

（Steering Committee：SC）による承認 
(6) 後継案件と次期第三国研修（Third Country Training Programme：TCTP）の枠組みと概要に

関する協議 
 

１－４ 評価手法 

表１にある経済協力開発機構（Organisation for Economic Cooperation and Development：OECD）
開発援助委員会（Development Assistance Committee：DAC）の評価 5 項目を基に、日本側・マレ

ーシア側代表者による合同評価調査が実施された。 
 

表１ 評価5項目 

項目 解説 
妥当性 開発援助と、ターゲットグループ・相手国・ドナーの優先度ならびに政策・方針

との整合性の度合い。 
有効性 開発援助の目標の達成度合いを測る尺度。 
効率性 インプットに対する成果（定性ならびに定量的）を計測する。開発援助が期待さ

れる結果を達成するために最もコストのかからない資源を使っていることを示

す経済用語。最も効率的なプロセスが採用されたかを確認するため、通常、他の

アプローチとの比較を必要とする。 
インパクト 開発援助によって直接または間接的に、意図的または意図せずに生じる、正・負

の変化。開発援助が、地域社会・経済・環境ならびにその他の開発の指標にもた

らす主要な影響や効果を含む。 
持続性 ドナーによる支援が終了しても、開発援助による便益が継続するかを測る。開発

援助は、環境面でも財政面でも持続可能でなければならない。 
出典：『新 JICA 評価ガイドライン 第 1 版』2010 年 
 
終了時評価調査に必要なデータや情報を系統的に入手するため、評価グリッドを作成して重要

な評価分野を特定した（付属資料 1）。評価グリッドにはそれぞれの評価分野の情報収集手法が明

記してある。情報収集では、次の手法が採用された。 
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(1) 既存資料レビュー 
(2) 聞き取り調査（指示質問表を活用した半構造的面談）（主要面談者リストは付属資料 2） 
(3) 現場踏査・視察 
(4) 関係者との協議 
 

１－５ 合同終了時評価調査団の構成員 

合同終了時評価調査団は、日本側とマレーシア側の代表者によって構成された。日本側は JICA
の池田団長を筆頭に 5 名で構成され、マレーシア側は経済企画院（Economic Planning Unit：EPU）

のZarina Ali Merican 団長を含め 4 名で構成された。 
 

日本側評価調査団員構成 
氏名 担当業務 所属・職位 

池田 修一 総括 JICA 地球環境部 
次長兼森林・自然環境グループ長 

鍛治 哲郎 生物多様性条約（CBD）/ラム

サール条約/資源動員戦略 
一般財団法人自然公園財団 
調査役（非常勤） 

米田 政明 保護区管理 JICA 客員専門員 
谷口 光太郎 協力企画/多国間協力枠組み連

携 
JICA 地球環境部 
森林・自然環境保全第一課 

辻 新一郎 評価分析 日本工営株式会社 
コンサルタント海外事業本部 
環境事業部 環境技術部 

マレーシア側評価調査団員構成 
氏名 所属・職位 
Ms. Zarina Ali Merican Deputy Director, EPU 
Mr. Sivaneswaran Ramachadran Principal Assistant Director, EPU 
Ms. Chitra Subramaniam Principal Assistant Secretary, NRE 
Mr. Aiyub Omar Principal Assistant Secretary, Wisma Putra 
 

１－６ 調査日程 

日本側の評価調査団は 2012 年 5 月 6 日に現地入りし、5 月 26 日まで現地調査を実施した（官

団員は 5 月 13 日から 26 日まで）。マレーシア側の評価調査団は 5 月 17 日から順次現地入りし、

24 日まで現地調査を行った（詳細は付属資料 3 "Joint Evaluation Report"のAnnex2 参照）。 
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第２章 プログラムの概要 

２－１ 背景 

マレーシア国サバ州は、地球上わずかに残るメガダイバーシティを誇る地域であり、州の持続

的な社会経済開発のために重要であるばかりではなく、人類すべての財産である。その生物多様

性と生態系の保全は最重要課題である。 
BBEC フェーズ 2 は 2007 年 10 月 1 日に開始した。この 5 年間のプロジェクトは、2002 年の 2

月から 2007 年の 1 月まで実施したフェーズ 1 の成果を活用し、サバ州における生物多様性・生態

系の保全に関する行政制度を強化し、確立することを目的としている。BBEC フェーズ 2 は、2000
年に制定されたサバ州生物多様性法の規定により、SBC と SaBC の調整によるサバ州生物多様性

戦略の策定を通じて目的達成を目指した。本プロジェクトは、フェーズ 1 で着手されたことを維

持・向上し、サバ州関係機関の情報発信能力を強化し、生物多様性・生態系の保全に関して人材

育成を行った。プロジェクトは 2012 年の 9 月末をもって終了する予定である。 
 

２－２ 基本計画 

BBEC フェーズ 2 のプログラム・デザイン・マトリックス（Programme Design Matrix：PgDM）

は、本プロジェクト開始前に規定の手順どおりに策定され、日本・マレーシア両国が合意したあ

と、2009 年の中間レビュー時に大幅に改訂された。PgDM にある基本計画は以下のとおりである

（PgDM は付属資料 3 "Joint Evaluation Report"のAnnex3 を参照）。 
 
協力期間：2007 年 10 月 1 日～2012 年 9 月 30 日 
対象地域：マレーシア国サバ州 
協力相手先機関：SBC 及び SaBC を含むサバ州政府機関〔NRO、SPs、SWD、SFD、科学技術

室（Unit of Science and Technology：UST）、灌漑排水局（Department of Irrigation 
and Drainage：DID）、EPD、土地測量局（Lands and Surveys Department：LSD）
とマレーシア国立大学サバ校（Universiti Malaysia Sabah：UMS）ITBC〕 

上位目標 
サバ州の生物多様性と生態系保全が強化されるとともに、国際的に認知される。 

 
プログラム目標 
サバ州における生物多様性・生態系保全のための体制が強化されるとともに、サバ州がマレ

ーシアの国内外に対して生物多様性保全の知見及び技術を普及できるようになる。 
 
成果 
成果 1. サバ州政府の生物多様性・生態系保全活動を計画、調整、推進するための能力が強化

される。 
成果 2. サバ州政府機関等の州立公園/野生生物保全区/森林保護区などの保護地域における

生物多様性・生態系保全活動の実施能力が強化される。 
成果 2-1. SPs 及び関係諸機関の、州立公園における生物多様性・生態系保全活動の実施能

力がクロッカー山脈公園の管理を通じて強化される。 
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成果 2-2. SWD 及び関係諸機関の、野生生物保全区における生物多様性・生態系保全活動

の実施能力が、LSWCA の管理を通じて強化される。 
成果 2-3. SFD 及び関係諸機関の、森林保護区における生物多様性・生態系保全活動の実施

能力が、キナバタンガン・セガマ河の流域管理を通じて強化される。 
成果 3. サバ州政府機関及びUMS の生物多様性・生態系保全活動に係る研修実施能力が強化

される。 
 

２－３ 投入実績 

（1）日本側（2012 年 3 月 31 日付レートで計算 1RM=27.0950 円） 
総投入額 4 億 4,558 万 4,000 円 
長期専門家派遣 6 名 
短期専門家派遣 9 名 
研修員受入 84 名 
機材供与 1,396 万円（515,255.56RM） 
ローカルコスト負担 1 億 1,614 万 5,000 円（4,286,587.01RM） 
（付属資料 3 "Joint Evaluation Report"のAnnex9、10、11、12、13 参照） 

 
（2）マレーシア側 

C/P 配置 71 名 
土地・施設提供 プロジェクト事務所等  
ローカルコスト負担 
その他 
サバ州政府によってC/P が配置され（付属資料 3 "Joint Evaluation Report"のAnnex4）、現地コ

ストやTCTP の費用、C/P 日当宿泊費や旅費などが提供された。 
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第３章 プロジェクト実績の検証 

 
この章では、PgDM にある評価指標に対するプロジェクト実績を検証する。PgDM は本プロジ

ェクトのモニタリングのツールとして活用され、PgDM を基にプロジェクトが定期的に作成した

「目的モニタリングシート」と「活動モニタリングシート」の最終版がそれぞれ付属資料 3 “Joint 
Evaluation Report”のAnnex5 とAnnex6 に添付されている。 
 
３－１ 実績の確認 

想定されていた実績はおおむね達成された。サバ州生物多様性戦略（案）が作成され、1992 年

に策定されたサバ州保全戦略のなかの生物多様性に係る事項が更新されている。また、LKSW が

ラムサール条約登録湿地となり、クロッカー山脈公園のユネスコの「人と生物圏（Man and 
Biosphere：MAB）計画」登録申請書を提出する手続きが最終段階を迎えている。これらの国際的

枠組みを活用し、保護区の緩衝地帯（バッファーゾーン）まで保全を拡大し、管理計画の策定な

どを通じて保護区網を強化した。さらに、生物多様性戦略文書（案）や環境教育政策（Sabah 
Environmental Education Policy：SEEP）、コミュニティ利用ゾーン（Community Use Zone：CUZ）
に係る住民参加型保護区管理政策など、政策面も強化した。また、プロジェクト活動において、

複雑な生物多様性行政を実施するうえで、所轄官庁の垣根を越えた調整型諮問機関を各分野に設

立し、SaBC を強化し、ラムサール条約やMAB 計画のサバ州におけるフォーカルポイントに任命

されるなど、管轄分野間協働の体制と規範を定着させた。政策や体制を司る人材が、NRO、SPs、
SWD、SFD、SaBC などの関係省庁などで育成され、プログラム目標であった「保全システム」

の強化は、上記のとおりその重要な要素が強化されたことで、総合的に考えると十分に達成され

たと考える。 
プログラム目標の両輪のもう一方は、生物多様性分野においてサバ州が拠点的役割を国際的に

果たす能力を身に付ける事である。プロジェクト期間中に、各種研究活動や国際会議などのイベ

ント参加・招致を行い、サバ州の取り組みを情報発信するとともに、実務者・研究者の国際ネッ

トワークを広げた。これらの成果をかんがみ、サバ州が生物多様性分野において国際的に中核的

役割を果たし始めたことがうかがえる。 
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３－２ 成果1 

成果 1: 達成した。 
サバ州政府の生物多様性・生態系保全活動を計画、調整、推進するための能力が強化される。

 
評価指標 プロジェクト実績 

1-1 SaBC 事務所が

設立され、その組織

機構が提案される。 

SaBC が設立され、2008 年 5 月から新たに任命されたディレクターと 5
名の職員によって機能し始めた。職員体制と彼らの職務記述書の提案が同

年 6 月に州政府に提出された。順次職員が増え、2012 年 5 月に 2 名の専

門職員が新たに配属された結果、現在、センターには 10 名の職員（5 名

の専門職員と 3 名の事務職員、2 名の準事務職員）がいる。 
1-2 SaBC の戦略計

画が策定される。 
SaBC のビジョン、ミッション記述書（戦略計画）は、2008 年の年次報

告書を通じて示され、2009 年の年次報告書で更新された。13 ある委任事

項のうち、7 分野を優先事項として特定し、BBEC フェーズ 2 の活動計画

（PO）を策定した。 
1-3 プロジェクト活

動に関連する SaBC
職員が訓練される。 

本邦研修やワークショップ、セミナー、専門家による日常的な指導、そ

の他の能力向上活動を通じて、他の関係者とともにすべての SaBC の専門

職員を訓練し、能力が向上した。 
1-4 SaBC が国際イ

ニシアティブの州の

フォーカルポイント

に任命される。 

SBC は、2009 年 7 月 13 日に SaBC をラムサール条約とMAB 計画のサ

バ州における窓口機関として任命した。 

1-5 SaBC は 2 つ以

上の所轄官庁間作業

部会の議長を務め

る。 

SaBC は、ラムサール条約登録湿地のLKSW の管理計画策定審議会や、

ラムサール条約広報教育啓発活動（CEPA）下部審議会、MAB 計画申請

技術作業部会などの議長を務めている。 

1-6 生物多様性情報

管理システムが構築

される。 

州政府からの約 200 万リンギットの資金を活用し、SaBC は専門請負業

者を雇用して、クリアリングハウス・メカニズム（CHM）のデータベー

ス開発を進めている。プロジェクトが実施した伝統的生態学知識（TEK）
の研究成果は、将来CHM のデータベースに統合される。SaBC のウェブ

サイトが 2009 年 5 月に開設された。SaBC は SBC によって、生物多様性

に関するすべての研究に関する許可証と実施権の発給権限を委託された。

1-7 環境教育政策と

その実施モニタリン

グ体制が確立する。 

BBEC フェーズ 2 の支援により、SEEP が準備され、2009 年 4 月 8 日に

閣議承認された。環境教育行動計画が一連のワークショップを通じて策定

され、SEEP の実施モニタリングの方法論を示すマニュアルが 2011 年に

完成し、配布された。実際のモニタリング活動はサバ環境教育ネットワー

ク（SEEN）の構成員によって継続されており、2012 年 12 月末までに、

SEEP の実施実績に関する評価が実施される予定である。 
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３－３ 成果2 

成果 2: 達成する見込み。 
サバ州政府機関等の州立公園、野生生物保全区、森林保護区などの保護地域における生物多様

性・生態系保全活動の実施能力が強化される。 
 

下部成果 2-1: 達成する見込み。 
サバ州公園局及び関係諸機関の、州立公園における生物多様性・生態系保全活動の実施能力が、

クロッカー山脈公園の管理を通じて強化される。 
 

評価指標 プロジェクト実績 
2-1-1 CUZ 有資格基

準が策定される。 
SPs の基にあるCUZ タスクフォースによって、CUZ 有資格基準や境界

線確定、CUZ 管理などに必要な潜在的研究課題のリストが作成された。

プロジェクトの指導のもと、ITBC がCUZ 地域の地図を完成させた。 
CUZ 有資格基準は、第 5 回CUZ タスクフォース会議（2009 年 1 月 15 日

～16 日）にて合意され、策定した。 
2-1-2 CUZ に関する

1 つ以上の覚書

（MoU）がコミュニ

ティとサバ州公園局

の間に取り交わされ

る。 

ウル・セナガンとモングール・バル村（USMB）におけるCUZ の正式

設立のための、SPs の作業チームとコミュニティの間で一連の対話を行

い、MoU（案）を策定した。しかし、法的見地から、MoU 署名ができな

いことが判明したため、代わりに SPs は、局が議長を務め、5 名のコミュ

ニティ代表者と5名の関係機関代表者によって構成されるCUZ管理審議

会を設立することを決定した。SPs はCUZ 地域の特別法を準備しており、

多目的利用ゾーンの土地利用管理規定を含む管理計画の策定を進めてい

る。青年海外協力隊（JOCV）との協力により、CUZ 地域住民の生計向上

事業の支援を開始した。 
2-1-3 クロッカー山

脈公園が正式に生物

圏保存地域（BR）に

申請される。 

MAB 計画登録の申請書を 2011 年 11 月に連邦政府の窓口であるNRE
に提出し、そのコメントを基に現在改定中である。申請書の最終化は現

在進行中で、今年の提出期限までにNRE と国連教育科学文化機関

（UNESCO）に提出する予定である。 
2-1-4 クロッカー山

脈公園の管理に関す

る 3 つ以上の研究が

実施される。 

下記の研究を実施した。 
（1）CUZ 人口世帯収入源調査 
（2）カメラトラップモニタリング調査 
（3）土壌・焼畑農業持続性調査 
（4）UMS の ITBC による永久小区画データ分析 
（5）天候と森林水文学研究 
（6）慣習的埋葬慣行の現況調査 
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評価指標 プロジェクト実績 
2-1-5 クロッカー山

脈公園の研究に関す

るセミナーとワーク

ショップが 3 回以上

行われる。 

下記のセミナーとワークショップを実施した。 
（1）永久小区画データ分析ワークショップ（2009 年 7 月 8 日～10

日、2011 年 7 月） 
（2）長期研究セミナー（2009 年 8 月 14 日） 
（3） カメラトラップデータ分析ワークショップ（2010 年 3 月 10 日

～11 日、2011 年、2012 年） 
（4）天候と森林水文学モニタリングワークショップ（2010 年 8 月

10 日、2011 年 10 月 5 日～6 日）他 
2-1-6 MAB 計画に

関する 3 つ以上の環

境教育教材が開発さ

れる。 

河川環境教育プログラム（REEP）に関連して、下記の環境教育教材を

開発した。 
（1） 貯水池としてのクロッカー山脈公園の重要性に関するスライ

ドショー 
（2） 河川質検査活動の実施に関するスライドショー 
（3） 河川質検査活動の実施に関するワークシート 
（4） 水生昆虫チャート 
（5） 河川化学検査に関する解説カード 

上記の教材を活用し、クロッカー山脈公園近隣の 4 つの郡でREEP を

実施した。 
 

下部成果 2-2: 達成する見込み。 
SWD 及び関係諸機関の、野生生物保全区における生物多様性・生態系保全活動の実施能力が、

LSWCA の管理を通じて強化される。 
 

評価指標 プロジェクト実績 
2-2-1  LSWCA が正

式に設立される。 
BBEC フェーズ 1 で SWD がLSWCA の境界測量を実施したが、追加要

件により、BBEC フェーズ 2 で補足測量を実施した。測量の結果は 2011
年 2 月 18 日にLSD に承認され、LSWCA は 2012 年 1 月 19 日に正式に設

置された。 
2-2-2  LSWCA の管

理計画が策定される。

BBEC フェーズ 1 で SWD がLSWCA の管理計画（案）を作成し、観光

文化環境省に承認を求めて提出されている。ひとたびLSWCA の河岸保

護区特別法が承認されれば、LSD は河岸保護区の管理を SWD に委任す

る予定であり、LSWCA の管理計画の改訂及び承認はプロジェクト終了ま

でになされる見込みである。 
2-2-3 LSWCA 内の

河岸保護区の包括的

な特別法が策定され

る。 

LSWCA 内の河岸保護区特別法の最終案が 2011 年 3 月に作成され、現

在法務局が精査している。 

 

－ 9 －



 

 
 

 
下部成果 2-3: 達成する見込み。 

SFD 及び関係諸機関の、森林保護区における生物多様性・生態系保全活動の実施能力が、キナ

バタンガン・セガマ河の流域管理を通じて強化される。 
  

評価指標 プロジェクト実績 
2-3-1 キナバタガ

ン・セガマ河流域内

の一部もしくは全域

がラムサール条約登

録湿地として指定さ

れる。 

キナバタガン・セガマ河流域内にあるLKSW が、サバ州で初めてのラ

ムサール条約登録湿地となり、2008 年 10 月 28 日に韓国での第 10 回ラム

サール条約締約国会議（COP10）において証書が授与された。 

2-3-2 LKSW の管理

計画が策定される。 
作業部会 1 と 2 がLKSW の管理計画を作成し、2011 年 1 月 3 日に SBC

が正式承認した。保護地域（コアエリア）と緩衝地帯（バッファーゾー

ン）のそれぞれに管理審議会を設立し、緩衝地帯（バッファーゾーン）

管理審議会の協議会を 2 回実施した。 
2-3-3 LKSW の管理

に関する調査が 5 つ

以上実施される。 

下記の研究を実施した。 
- 野鳥調査 
- 社会ベースライン調査（森林局による） 
- トゥルスカン・キナバタガンにおける植物相調査（SFD による） 
- キナバタガン下流域における絶滅危惧テングザルの個体群遺伝子構

造と保全調査 
- キナバタガン下流域における系統分類・個体群遺伝子構造分化と保全

調査 
- サバ原産コロブス類系統分類：テングザルとクリイロリーフモンキー

- サバ原産哺乳類系統分類：テングザルとバンテン 
- 管理手続き開発のための海水ワニの個体群構造と個体群生態学の現

地調査 
- キナバタガン河の淡水魚寄生動物調査 
- クランバ野生生物保護区内のバンテンの遺伝子純度と季節移動、生息

地利用調査 
- 可変断片規模の土壌腐敗物無脊椎動物に対する効果：SAFE プロジェ

クトの事例研究 
その他、ITBC によるセガマ河のパーム油産業などの汚染源に焦点を当

てた湿地長期モニタリングなどが計画されている。中間レビューの「対

象地域の管理責任者が特定した研究ニーズを重視すべき」という提言は、

計画されているこれらの研究が進めば実現する。 
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2-3-4 環境教育教材

が 5 種以上開発され

る。 

生物多様性に関連する環境教育実施の責任が、UST から SaBC に移行

した。環境教育の教材を開発する下部審議会を設立し、以下の教材を作

成した。 
- ラムサール条約登録湿地の紹介ビデオ 
- アメイジング・ナチュラル・レースのビデオ 
- 湿地の不思議ビデオ 
- ラムサール条約に関するポスター（英語とマレー語） 
- ラムサール条約CEPA キット 

2-3-5 ラムサール条

約に関する常設展示

が 2 つ以上設立され

る。 

以下の常設展示を創設した。 
- コタキナバル湿地センターの展示室 
- ラムサール条約登録湿地内の基地の展示室（基地は現在建設中） 

2-3-6 ラムサール条

約に関するイベント

が 3 回以上開催され

る。 

以下のイベントを実施した。 
- 環境教育レースプログラム 
- ラムサール条約ポスター授与式（2010 年 6 月） 
- 木からラムサールへ（パーム油関連ワークショップ）（2010 年 7 月）

- アジア湿地学校交流プログラム（2011 年 3 月） 
- アジア湿地シンポジウム（AWS）（2011 年 7 月） 

 
３－４ 成果3 

成果 3: 達成した。 
サバ州政府機関及びUMS の生物多様性・生態系保全活動に係る研修実施能力が強化される。

 
評価指標 プロジェクト実績 

3-1 3 つ以上の研修

コースが成功裏に完

了する。 

以下のTCTP「Integrated Biodiversity and Ecosystem Management Training 
Course」を計画どおり実施した。 

- 第 1 回：2009 年 10 月 19 日から 11 月 6 日 
- 第 2 回：2010 年 11 月 2 日から 20 日 
- 第 3 回：2011 年 10 月 4 日から 27 日 

3-2 48 名以上が研

修コースを修了す

る。 

上記のTCTP に、16 カ国から 55 名の研修生が参加した。 
- カンボジア、ラオス、スリランカ、ケニアから 16 名（第 1 回） 
- タンザニア、パプアニューギニア、フィリピン、ベトナム、インド

ネシア、マレーシア（セランゴール州、ジョホール州、サラワク州）

から 18 名（第 2 回） 
- タンザニア、ウガンダ、マリ、インド、ミャンマー、タイ、ブルネ

イ、インドネシアから 21 名（第 3 回） 
3-3 研修に総合的に

満足する参加者の割

合が 75%を超える。

JICA が別途実施したTCTP の評価調査報告書によると、2010 年と 2011
年の研修後に実施した研修生による評価で、11 の評価基準に基づき 87%
の研修参加者が研修を満足かそれ以上と評価した。 
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評価指標 プロジェクト実績 
3-4 求められる知識

と技術を適正に伝達

したと感じる講師の

割合が 90%を超え

る。 

「研修講座で求められる知識と技術を適切に伝達したと感じるか」との

質問に、75 名の講師全員（100%）が肯定的に回答している。終了時評価

調査の現地聞き取り調査で、研修内容は研修生にとって有用であったとほ

とんどの回答者は答えている。JICA が別途実施したTCTP の評価調査報

告書では、エコツーリズムや湿地管理、人間と野生生物の対立などに関す

る研修課題が追加されることが提案されている。 
 
３－５ プロジェクト（プログラム）目標 

プロジェクト目標: 達成の見込み。 
サバ州における生物多様性・生態系保全のための体制が強化されるとともに、サバ州がマレー

シアの国内外に対して生物多様性保全の知見及び技術を普及できるようになる。 
 

評価指標 プロジェクト実績 
1. サバ州保全戦略の

生物多様性に関する

部分が更新される。 

1992 年に策定されたサバ州保全戦略の生物多様性に関する項目が、サ

バ州生物多様性戦略と呼ばれて更新されている。サバ州保全戦略の更新と

は、CBD の愛知目標を念頭にサバ州における 2012～2020 年の保全目標と

それらの達成戦略を記述した、州の生物多様性保全戦略である。サバ州生

物多様性戦略の素案は、プロジェクトによる 2011 年 12 月、2012 年 1 月、

3 月のワークショップと、関係者への個別協議などを通じて準備されてお

り、2012 年 6 月までに最終案を作成する予定である。 
2. 生物多様性の国際

イニシアティブに 2
つ以上の地域が登録

される。 

LKSW が 2008 年 10 月にラムサール条約登録湿地に指定された。クロ

ッカー山脈公園をBR に登録するための申請書をプロジェクト終了まで

に提出する予定であり、ユネスコの正式結果が出るのは 2013 年 5 月頃の

予定である。 
 
2000 年に施行されたサバ州生物多様性法によって、SBC が創始され、2007 年に始動した。SBC

は、サバ州生物多様性戦略に則って、政策決定者が生物多様性の保全や利用に関する重要な決定

を行うための助言という重要な役割を担っている。SBC は、生物多様性に関する研究許可証やバ

イオテクノロジー関連の実施権の発行の権限を持っており、その事務局的役割を担っているSaBC
の強化を通じて、本プロジェクトは SBC に貢献した。 

目標の「サバ州がマレーシアの国内外に対して生物多様性の知見及び技術を普及できるように

なる」に関しては、サバ州側の主導にて TCTP を行い、16 カ国より 55 名の研修員をトレーニン

グできた。また、ラムサール条約や CBD-COP 等でサイドイベントを開催し経験共有ができた。

以上のことから、プロジェクト目標の 2 つのポイントは達成できたものと判断する。 
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３－６ 上位目標 

上位目標: 達成の見込み。 
サバ州の生物多様性と生態系保全が強化されるとともに、国際的に認知される。 

 
評価指標 プロジェクト実績 

1. 更新されたサバ州

保全戦略の生物多様

性に関連する部分が

一部実施される。 

関連資料レビューと聞き取り調査結果から推察すると、サバ州生物多

様性戦略と行動計画はプロジェクト期間内に最終化され、戦略と計画は

サバ州保全戦略にすべて記載される見込みである。 

2. 1 つ以上の地域が

生物多様性の国際イ

ニシアティブに登録

されるか、既存の地

域が拡張する。 

SaBC は新たにコタキナバル湿地をラムサール条約登録湿地に、キナバ

タガン流域をBR に登録申請するための支援を行う計画である。したがっ

て、プロジェクトでLKSW やクロッカー山脈生物圏保存地域（CRBR）
のために導入された国際認知の手法や技術、方法論が、他地域の保全の

ために再現されると思われる。 
3. プロジェクト関係

者がマレーシアの他

地域や海外から15回
以上講師として招待

される。 

プロジェクト関係者が以下の 17 の国内・国際イベントに参加した。 
- AWS（ハノイ、2008 年） 
-ラムサール条約COP 10（韓国、2008 年） 
- Satoyamaイニシアティブワークショップ（ペナン、2009 年） 
- ASEAN 生物多様性会議（シンガポール、2009 年） 
-世界分類学イニシアティブ（GTI）ワークショップ（フィリピン、2009
年） 

-東・東南アジア生物多様性情報イニシアティブ（ESABII）ワークショ

ップ（2010 年） 
- Satoyamaイニシアティブワークショップ（パリUNESCO、2010 年）

- CBD-COP10（名古屋、2010 年） 
-ESABII サイドイベント（名古屋、2010 年） 
-チャンウォンラムサールネットワーク会議（韓国、2010 年） 
- MAB ネットワーク会議（インドネシア、2011 年） 
- 第 6 回世界環境教育総会（ブリスボン、2011 年） 
- AWS（サバ州、2011 年） 
-第 1 回保護区周辺コミュニティワークショップ（キナバル公園、2011
年） 

-ラムサール条約締約国準備会議（インドネシア、2011 年） 
-環境教育政策策定ワークショップ（サラワク、2011 年） 
-持続的開発のための教育セミナー（チェンマイ、2012 年） 
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第４章 実施プロセスの検証 

 
多くの場合、プロジェクト成果の質や持続性、インパクト、効果などに、実施プロセスが影響

を与える。そこで、前章での PgDM にある指標の達成度の検証に加え、実施プロセスを検証する

ことは不可欠である。終了時評価調査では、実施のプロセスに関しても、プロジェクト実績と同

様の重要度をもって検証された。この章では、プロジェクトがどのように実施されて管理・運営

されたかに関する重要な過程を要約する。 
 

４－１ 計画策定、進捗モニタリング、フィードバック 

BBEC フェーズ 2 は、プロジェクトの概念化と計画策定に多大な時間を費やした。2008 年 1 月

から 3 月までの 3 カ月間、作業計画の第 1 版を策定するために 8 回にわたるワークショップを実

施し、関係するサバ州政府機関や非政府組織（Non-governmental Organization：NGO）、ITBC など

がそのプロセスに参加した。引き続き、2009 年 3 月に同様の参加型プロセスを経て作業計画を改

定した。2 名の日本人短期専門家がこのために派遣された。 
PgDM は、2009 年 11 月の中間レビュー時に、プロジェクトの主要な関連機関の合意を得て、

プロジェクトの実際の枠組みや状況に沿うように大幅に変更された。改訂された PgDM と作業計

画を基に、プロジェクトは定期的にモニタリングされた。PgDM を基にした目的モニタリングシ

ートと作業計画を基にした活動モニタリングシートを定期的に作成し、関係機関に配布した。

JICA マレーシア事務所にも 6 カ月報告書とともに半年毎に提出した。日本人専門家は月報と技術

報告書も作成した。全体として、これらのシートや報告書に詳細にプロジェクト進捗や課題など

を記載した。 
 

４－２ 所轄官庁間の意思決定と調整 

プロジェクトのプログラム目標が保全のための制度・体制強化であるため、協議型・参加型の

プロジェクト実施プロセスが目標達成の核心となっている。所轄官庁間の枠を超える意思決定機

構と調整の仕組み（付属資料 3 “Joint Evaluation Report”のAnnex7）の確立を支援した。終了時評

価調査では、資料レビューや聞き取り、観察などを通じて、これらの機構や仕組みの意義を評価

した。これらの機構や仕組みの評価の詳細はセクション６－５にある。 
全体として、上記の機構や仕組みに対する支援は、プロジェクト対象地域内における保全に関

する所轄官庁間の協働や調整を促進し、包含的な管理運営の行動規範を強化した。熟考された参

加型プロセスの実施は、プログラム目標の一部の達成に貢献した。 
 
４－３ プロジェクト成果に対する当事者意識とコミットメントの醸成 

プロジェクト成果の持続性を担保するために、プロジェクト成果に対する関係機関の当事者意

識とコミットメントを醸成することが重要である。プログラム目標がサバ州における保全のため

の制度・体制強化にあるため、こうした状況が実現することは特に重要である。終了時評価調査

では、どのように専門家やC/P が関係者間の関心と熱意の発展を支援したかを評価した。当事者

意識とコミットメントのレベルは、調査期間中に実施した主要面談者に対する聞き取り調査を基

に、極力客観的に測定された（表２参照）。 
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表２ 当事者意識とコミットメントに関する主要な根拠 

 主要面識者に対する聞き取り結果 
1. 生物多様性に関連する環境教育の実施責任と権限がUST から SaBC に移管された。この変

更は、SaBC と関係機関の主体性を伴って実現した。 
2. マレーシア政府は、TCTP の約 50％の費用を負担し、ITBC はTCTP の前に実施されたアジ

アやアフリカへの事前現地調査の費用を負担した。 
3. プロジェクトを通じて拡大した他機関やプロジェクトとのネットワークを探求し、ITBC の

新研究事業や SFD の環境教育事業などの新たなプログラムが自主的に始まっている。 
4. 各種の協議会やワークショップ、セミナー、その他のイベントを関係者が自主的に実施し、

関係機関は自己費用負担によってこれらのイベントへ職員を派遣した。 
 
全体として、プロジェクトの専門家は関係者間の当事者意識とコミットメントの醸成が重要で

あることを適切に認識していた。上記のとおり、プロジェクトはこれらの醸成に成功したといえ

る。しかし、当事者意識やコミットメントの度合いは関係機関間で格差がある。プロジェクト終

了後、どこまでそれが醸成され、維持されるかを注視する必要がある。 
 

４－４ プロジェクト運営体制 

プロジェクトは、プログラム SC とプログラム運営・モニタリング委員会という 2 つの重要な

委員会によって管理運営された。これらの委員会の状況を表３にまとめた。 
 

表３ プロジェクト運営体制 

 委員会 状況/持続性評価 
1. プログラム SC 連邦政府の代表者も加わり、州官房長官が議長を務め、年に 2 回協議会を

行うプロジェクトの最高意思決定機関である。プロジェクト期間中に 8
回（年平均 1.6 回）協議会が実施された。プロジェクトに関する主要な課

題が協議され、重要な決定がなされた。プロジェクト終了とともに委員会

は消滅する。 
2. プロジェクト運

営・モニタリング

委員会 

サバ州のNRO 長官が議長を務め、年に 2 回～3 回、関係機関が情報共有

と協調する場として想定されていた委員会で、プロジェクト期間中に 14
回（年平均 2.8 回）実施された。これに加えて、11 回の定期協議会も開催

された。プロジェクトに関する主要な課題が協議され、重要な提言がなさ

れた。 
 
日本人専門家の事務所は、NRO と SaBC と同じ建物にあり、日常的に意思疎通を図った。専門

家とその他の関係者は、委員会の協議会やワークショップ、その他のイベントで適切に意思疎通

を図った。プロジェクトは月報や 6 カ月報告書などの定例報告書を適切に作成し、期限どおりに

当局へ提出した。しかし、これらの報告書に対する当局の対応はもっと頻繁で包括的であるべき

だった。NRO の長官であるプロジェクトマネージャーは、当人の代わりに日常的な事案に対処す

る 1 名の上級職員を指名した。この上級職員を通じて、プロジェクトマネージャーとプロジェク
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トディレクター（サバ州官房長官）への意思疎通の改善が図られた。   
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第５章 評価結果 

 
５－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性は非常に高い。終了時評価調査によって、日本及びマレーシア両国の政

策は中間レビュー以降から大きな変化はなく、プロジェクトの妥当性は依然として非常に高いこ

とが確認された。生物多様性の保全に対する国際的な関心は依然として高く、メガダイバーシテ

ィ地域の一部として、地球規模の生物多様性保全におけるサバ州の重要性は増している。日本及

びマレーシア両国はその大義にコミットしている。 
中間レビュー後、2010 年に愛知県名古屋市でCBD-COP 10 が開催された。COP 10 により、生

物多様性の保全と持続的利用、公平な利益配分に対する国際的な機運が高まった。また、日本政

府の主導により Satoyamaイニシアティブが提唱され、日馬環境・エネルギー協力イニシアティブ

が合意された。CBD 締結国として日本とマレーシアの両国にBBEC フェーズ 2 を実施する明確な

理由がある。また、マレーシア経済は急成長を遂げており、急激に開発が進んでいる。開発を持

続可能なものとし、保全とのバランスを保つために、保全事業のニーズは益々高まっている。こ

うした面からも、BBEC フェーズ 2 のようなプロジェクトの必要性は高い。一方、経済成長は保

全に必要なリソースの創出を促す。したがって、保全への投資効果を向上するための技術協力事

業は効果的である。 
終了時評価調査では、事業アプローチの妥当性を更に 2 つの観点から検証した。プロジェクト

が計画された当初の 2002 年の同時期に、CBD 締約国がコミットした「2010 年生物多様性目標」

の観点と、2008 年にマレーシア政府が策定した「グローバル環境管理国家能力ニーズ自己評価と

国家能力行動計画（National Capacity Needs Self-assessment for Global Environmental Management and 
National Capacity Action Plan：NCSA）」の観点である。これは、国際・国家当局が特定したニーズ

と、事業アプローチを比較検討し、その適正を客観的に評価することを意図するものである。 
 

表４ CBD 2010年生物多様性ターゲットと事業アプローチの比較分析 

 CBD2010 年 生物多様性目標 BBEC フェーズ 2 のアプローチ 
1. 生態系、生息地及び生物群系の生

物多様性の保全を進める。 
ラムサール条約登録湿地、BR、野生生物保全区などの設

立に焦点を当て、保全効果の向上を目指した。 
2. 種の多様性の保全を促進する。 CRBR やLKSW、LSWCA など、生物多様性と種の多様性

が高い地域を対象地域とした。 
3. 遺伝子の多様性の保全を促進す

る。 
TEK 調査を実施するなど、遺伝子多様性に関する情報収集

の重要性を強調した。 
4. 持続可能な利用及び消費を促進

する。 
サバ州保全戦略の改訂とCEPA の促進を通して、産業や消

費者の保全への協力を促進した。 
5. 生息地の損失、土地利用の変化及

び劣化による圧力及び非持続可

能な水利用が軽減される。 

CEPA の促進やCUZ の概念導入、参加型運営計画などの

「社会的フェンス」を普及して、開発圧力を軽減した。 
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 CBD2010 年 生物多様性目標 BBEC フェーズ 2 のアプローチ 
6. 侵略的外来種からの脅威を制御

する。 
主にBBECフェーズ1で取り組んだ。フェーズ2では、ITBC
による生物多様性の変化に関する長期モニタリング・研究

を支援した。 
7. 気候変動及び汚染から生物多様

性への難題に取り組む。 
ベースラインデータや標本の収集などを通じて、気候変動

適応策の一環としてBBEC フェーズ 1 で取り組んだ。 
8. 財やサービスを供給し、生計を支

える生態系の能力を維持する。 
CUZ 促進の一環として、住民の自然資源ベースの生計向上

事業を実施した。 
9. 先住民や地域社会の社会・文化的

な多様性を維持する。 
先住民としての慣習的な土地の権利（NCR）やTEK に関

する一連のワークショップを 7 回実施するなど、当局や

NGO と調整しながら原住民の慣習的権利を支援した。 
10. 遺伝資源の利用から得られる利

益の公正かつ衡平な配分を保証

する。 

TEK 調査や遺伝資源のアクセスと利益配分（ABS）、CHM
などのイニシアティブを支援した。2010 年の名古屋議定書

締結後、プロジェクトの試みは SaBC に受け継がれた。 
11. 締約国は条約を実施するための

資金的、人的、科学的、技術的な

能力を向上させる。 

プロジェクトの主要な目標と活動は、組織的・人的能力の

向上である。また、各関係機関にあるリソースを統合し、

効率的に活用されることを目指している。 
 
表４にまとめられているように、生物多様性と生態系の保全に関する国際的なニーズに十分に

取り組んでおり、この視点からもプロジェクトの妥当性は全体として非常に高い。NCSA を基に

した妥当性の分析結果は、付属資料 3 の別添 8 にある。 
 

５－２ 有効性 

プロジェクトの有効性は高い。PgDM（Annex 3）を基に解釈すると、プログラム目標にある「体

制」とはサバ州生物多様性戦略の策定に代表される制度機構のことである。サバ州生物多様性戦

略と行動計画は、BBEC フェーズ 2 の支援により 2012 年 3 月に下書きが完成しており、2012 年 9
月のプロジェクト終了までに当局に承認される必要がある。表５は、「体制」を要素ごとに分類し、

それぞれ対するプロジェクトの有効性を分析したものである。 
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表５ 要素ごとの保全体制への有効性 

 「体制」の 
要素 

事業投入 結果/有効性 

1. 保護区網 プロジェクトは以下を支援し

た。 
1）LKSW のラムサール条約

湿地登録 
2）CRBR のMAB 登録申請  

3）LSWCA の創設 
さらに管理計画策定とCEPA
も支援した。 

LKSW とCRBR、LSWCA の管理計画に

は、保護地域（コアエリア）と緩衝地帯（バ

ッファーゾーン）での保全活動が含まれて

いる。バッファーゾーンはコアエリア近辺

の保護区網の拡大と強化につながる。 

2. 適正な法制度枠

組み 
プロジェクトはCUZ の制度

化を推進し、SEEP とサバ州

生物多様性戦略の策定を支援

した。 

SEEP の作成と承認、更に重要なそのモ

ニタリング支援は、州の環境教育推進の政

策基盤を強化した。 
2012 年 12 月末までに政策のモニタリン

グが完了すれば、その結果は政策推進に大

きな影響力を与える可能性があり、プロジ

ェクト効果は顕著となる。CUZ はプロジェ

クト期間中には制度化できなかったが、

CUZ の試みは政策決定者に新たな発想を

与えた。サバ州生物多様性戦略はいまだに

最終化されておらず、正式に州の政策とし

て承認されていないが、政策策定プロセス

が関係者の能力を向上した。 
3. 所轄官庁間協力

の持続的基盤 
所轄官庁間の審議会や作業部

会などの設立、強化を支援し

た。また、省庁間調整機関と

しての SaBC を強化した。 

これらの制度機構は保全のために重要

であり、プロジェクトは効果的に支援を行

った。特に、ラムサール条約やMAB 計画

などの国際的なイニシアティブに参加す

る手法は効果的で、関係者の関心を高め、

注目を引いた。また、JICA とラムサール条

約事務局との間で、制度化された幅広い連

携と広報の可能性が進展した。 
4. 制度化された持

続可能な資金調

達手段 

ABSやCHM を推進するため

にTEK 調査を実施し、サバ州

生物多様性戦略の策定や各種

プログラム間の調整を通じた

資金の統合と集中投入を支援

した。 

現在、SaBC はCHM の開発に取り組ん

でおり、2012年9月までに完成予定である。

所轄官庁間協力は、保全に必要な費用の分

担の基盤を強化した。 
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 「体制」の 
要素 

事業投入 結果/有効性 

5. 関係者の向上さ

れた能力 
関係者の能力向上を支援し

た。 
研修の実施や各種ワークショップ・会議

の開催、研究の実施、各種マニュアルや指

針の作成、専門家による日常的指導などを

通じて、関係者の能力向上を実現した。ま

た、SaBC や ITBC、その他の機関の職員に

研修講師となる機会や本邦研修の機会を

与えた。更に、現場での実地活動を通して、

関係者の能力は向上した。 
 
プログラム目標の後半には「サバ州がマレーシアの国内外に対して生物多様性保全の知見及び

技術を普及できるようになる」とある。サバ州が外部に向けて実施した研修（TCTP）は、CBD
の 3 つの目的のうち、生物多様性の保全（1 番目）と生物多様性の賢明な利用（2 番目）を網羅し

ており、TCTP の対象となった国は、生物多様性が豊富で、サバ州と類似した管理課題を抱えて

いる地域であり妥当であった。研修に関して、以下の課題が見られた。 
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表６ 能力向上目標の有効性 
 視点 有効性 課題 

1. 
 

研修内容 TCTP の内容は、プロジェクト活動の紹介

や教訓の共有が主体となった。研修の前後

に、事前・事後現地訪問をカンボジア、ラ

オス、スリランカ、ケニア、タンザニア、

インドで行い、研修参加希望者や過去の研

修生への聞き取り調査を行った。TCTP の評

価は高く、研修講師にとってもプロジェク

ト活動や結果を熟考し、内面化することが

できた。 

研修ではあまり網羅していない

エコツーリズムとバイオテクノロ

ジー、特に遺伝資源の商用活用と

ABS についても研修員の関心は高

かった。また、プロジェクトが取

り組んだ法制度・政策強化に関す

るニーズも確認された。TCTP の評

価報告書には、事前調査の結果が

研修に十分に反映されていないと

の指摘もあった。 
2. 能力強化

手法と知

識普及手

段 

基本的に採用された手法は、プロジェク

ト関係者を海外の研修やイベントに派遣す

る、あるいは外からの研修生をサバ州に招

待するというものであった。この方法は、

研究者や実務者、政府職員が国際的な人脈

を広げることに効果的であった。サバ州は

2011 年にAWS を主催し、ASEAN 生物多様

性センター（ACB）との公式な連携も検討

している。「My Bio D Seminar」というクア

ラルンプールで開催される予定のイベント

に参加予定で、プロジェクトの経験をマレ

ーシア国内の他地域に発信する良い機会と

なる。国家公務員研修所（INTAN）におけ

るマレーシア国家公務員研修でもプロジェ

クト経験が紹介されている。 

マレーシア国内での情報共有は

更に徹底して実施されるべきであ

る。TCTP におけるファシリテータ

ー（コースマネージャー）の機能

が明確にされ、彼らの能力も更に

強化されるべきである。 

 
５－３ 効率性 

効率性はやや高い。他のプログラムからの資金も動員し、プロジェクトの限定的な投入によっ

て最大限の実績を残した。CUZ の制度化やLSWCA の設立と管理計画策定（河岸保護区の特別法

の策定・承認）、環境教育・CEPA の準備活動などに、より少ない時間と労力、資金で望ましい成

果が上がっていれば、更に高い評価となった。 
終了時評価調査では、プロジェクトの投入実績に対応した成果の質と量を評価した。日本側と

マレーシア側による投入実績の詳細は第３章にあり、このセクションではそれらの投入が効率的

に、時宜に適って活用されたかを検証する。 
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表７ 効率性の要約 

 投入/視点 効率性と適時性 

1. 日本人専門

家とマレー

シア人コン

サルタント 

6名の日本人長期専門家と9名の日本人短期専門家が17の異なった分野に対

して派遣され（付属資料 3 “Joint Evaluation Report”の別添 9 と 10）、11 の組織か

らマレーシア人専門家が動員された。これらの日本人・現地人専門家の貢献分

野は、調査手法から管理計画、保全技術、研修、制度強化などにわたる。多大

な数の関係機関・関係者の調整に膨大な時間が費やされるなかで、専門家は外

部者として所轄官庁間の垣根を越えた調整に尽力した。専門家の成果品はおお

むね適切に記録され、特定の専門家の派遣時期が活動時期と若干整合しなかっ

た軽微な問題を除けば、顕著な非効率性は見受けられなかった。 
2. マレーシア

側からの

C/P やその

他の施設 

C/P 機関はいずれも職員不足に悩むなか、適切なC/P 職員を確保し、適正な

結果を生んだ。したがって、マレーシア側からの投入は効率的であったといえ

る。適切なプロジェクト事務所やその他の設備もマレーシア側から提供され

た。 
3. 車両と備品 プロジェクトが購入した車両やその他の備品はマニュアルや資料とともに

適切に維持管理されている（付属資料 3 “Joint Evaluation Report”の別添 11）。車

両や備品は適切な目的のために頻繁に活用され、利用記録は適正に維持されて

いる。 
4. 本邦研修 合計 84 名のプロジェクト関係者が、若手リーダー育成のための研修やエコ

ツーリズムの研修などを含めた本邦研修に参加した（付属資料 3 “Joint 
Evaluation Report”の別添 12）。研修生のニーズ・業務内容と研修題目・主題の

間に若干の齟齬が見られる事例があったが、面談した研修参加者は研修に満足

していた。彼らは新たな発想を得て、発見があったと証言している。 
5. ローカルコ

スト 
日本側のローカルコスト負担は、ワークショップや打合せの費用、研修や展

示の資料作成、必要備品の購入などに活用され、全体として効率的に使用され

た。日本側の現地費用負担に関しては、付属資料 3 “Joint Evaluation Report”の別

添 13 にある。マレーシア側関係機関は、職員のプロジェクトに関連する旅費

や日当宿泊費、業務費などを負担した。また、TCTP の約 50％の費用をマレー

シア政府が負担した。 
6. 統合された

リソース 
プロジェクトが助成した協調・調整により、それぞれの関係機関の資金と人

的リソースが統合されて効率的に活用された。例えば、ITBC や郡政府は、CEPA
活動に自己資金を動員し、SFD や SWD、SPs、EPD、世界自然保護基金（WWF）
などの組織は、研修や環境教育などのプロジェクト活動経費を一部負担した。

これらの協調・協力により、活動の規模拡大・他地域での模倣などが可能とな

った。また、JOCV 数名が環境教育や生計向上などのプロジェクト活動に参加

した。 
7. BBEC フェ

ーズ 1 の遺

産 

BBEC フェーズ 1 で組織的、人的ネットワークが確立され、プロジェクト活

動時の協調や調整時にこれらを最大限利用した。測量や各種調査、管理計画策

定などの技術的なプロジェクト活動は、フェーズ 1 で訓練された関係者がその

技術を活用して実施した。 
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表７でまとめられたとおり、プロジェクトの全般的な効率性はやや高いと評価できるが、以下

に列記した不足点が認められた。 
 
(1) CUZ の制度化のために多大な投入（専門家、資金、時間、努力）を行ったが、課題対処に

長時間を要した。プロジェクトによる本格的な生計向上支援は始まったばかりで、こうした

試みがプロジェクト終了後も継続・発展していくか懸念が残る。 
 

(2) わずか 2,000ha あまりのLSWCA 新設に長時間を要した。それは、野生生物保全区から河岸

保護区を分けるために必要となった補足測量などに時間がかかったためである。 
 
(3) CEPA と環境教育に関するプロジェクト活動は、SEEP の策定とその実施のモニタリングマ

ニュアル策定から開始した。こうした準備期間に 2 年を費やしたのち、2010 年から実際の

CEPA・環境教育活動が始まった。 
 

５－４ インパクト 

正のインパクトは高い。いくつかの正のインパクトが見られ、将来的にも期待できる。将来、

生物多様性と生態系に改善が見られることが期待され、環境や社会経済、制度などに関する重大

な負のインパクトは見られなかった。 
終了時評価調査で、上位目標にある「サバ州の生物多様性と生態系保全が強化される」に関す

る実際の変化を検証することは極めて困難であることが合意された。極めて複雑でさまざまな要

因の影響を受ける生物多様性とその変化の測定の方法論は、国際的に長年議論されている。また、

プロジェクトはCRBR 内の 5 カ所の調査用永久小区画での研究を支援したことから、将来的には

何らかの有用なデータを生み出す可能性はある。現場レベルでのインパクトが顕在するにはまだ

時間を要する。仮に計測が可能でも、生物多様性の変化に対するプロジェクトの要因･影響を隔離

して分析することは極めて困難である。そこで、本セクションでは生物多様性と生態系の保全の

強化に関する事例を分析する方法を採用し、5 つの事例を取りまとめた。 
 

 
 

事例 1：事業の相乗効果 
 
BBEC フェーズ 2 の効果が、他の事業に広がる兆候がみられる。例えば、SWD は、事業が支援した

LSWCA の正式設立の経験を生かし、新たに 3 つの野生生物保全区の設立を計画している。また、サラ

ワク州では、サバ州の関係者を招待してサバ州の経験と知見を得た後、独自の環境教育政策の策定を

行っている。SEEP 策定の経験は、EPD が国レベルとも共有している。SFD は、サバ開発コリドー事業

の資金を活用し、ラムサール条約登録湿地内に基地を建設中で、CTI から追加の資金を獲得する可能性

もある。サバ州政府はCHM 開発のために SaBC に 200 万リンギットを拠出した。CHM 運営委員会と

協議の上、専門請負業者を雇用して開発が進行中で、2012 年 9 月に完成予定である。 
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事例 2：CEPA・環境教育のインパクト 
 
プロジェクトによるCEPA・環境教育の活動は、将来その効果が人々の意識に現れるであろう。EPD

や熱帯雨林ディスカバリーセンター（Rainforest Discovery Centre：RDC）、サバ湿地保全協会、環境行動セン

ター（Environmental Action Center：EAC）、SEEN など組織は、サバ州において環境教育に長年取り組ん

でいるが、プロジェクト活動は、既存の環境教育ネットワークや組織、事業を活気づけた。これらは

継続して更に発展するであろう。例えば、RDC はAWS やTCTP などの国際イベントを通じてネット

ワークを拡大し、海外の組織との新たな共同事業を開始している。また、RDC は日本のラムサールセ

ンターとの環境教育に関する協力を拡大した。SPs は、資金が得られれば、事業終了後もREEP を継続

し、CRBR 周辺の全 8 郡と 1 市を網羅する予定である。プロジェクトで開発されたCEPA キットを活

用するために、SWD はLSWCA でのCEPA 活動を 2012 年 6 月までに開始する計画で、公共団体であ

るEAC はエネルギー大企業からの寄付などを動員して、その活動地域を拡大する計画である。 

事例 3：現場職員の保護・警護作業の向上 
 
SPs のCRBR に配属されている現場職員の意識や態度、行動に顕著な変化が見られた。CUZ 設立過

程の経験を通じて、現場職員は住民と交流し、良好な関係を築き、利害関係を調停し、総意を取りま

とめ、生計向上事業に従事した。これらは従来 SPs 職員に求められる技術ではないが、人口増加と農

地拡大が加速する今日、公園と生物多様性の保護のために重要な技術となっている。プロジェクト経

験を通じて、職員はこれらの非伝統的な任務と役割に関する技術や経験、自信を身につけた。ラムサ

ール条約登録湿地では、SFD による警護が定期化し強化された。SWD は、LSWCA に 2 名のレンジャ

ーと 1 名の漕艇手を配置し、定期的な警護を行っている。将来的には人員を 5 名に増員する予定であ

る

事例 4：国際研究協力に関するインパクト 
 
TCTP やAWS などの国際イベントと通じて、国際的な研究者ネットワークが広がった。現在、ITBC

はインド植物学研究所と動物学研究所とのアンダマン諸島における生物多様性の共同研究事業や、ウ

ガンダ政府に対する原油採掘現場開発の環境影響評価支援、タンザニア政府との湖水の環境・生物多

様性共同研究などの可能性が出ている。また、マレーシアとタンザニア間で公益活動を行う民間商社

との経済・研究協力モデルの検討が進んでいる。ほかに、九州工業大学とマレーシアプトラ大学

（Universiti Putra Malaysia：UPM）との共同による、パーム油産業のゼロ・ディスチャージ技術とパー

ム油生産廃棄物を利用した高品質プラスチック生産に関する協力を進めている。ラムサール条約登録

湿地の長期的環境モニタリングのために、ITBC は毎年 30 万リンギットの予算を配分するように大学

へ提案し、EPD はキナバタガン流域の河川汚染に関する調査を実施している。SaBC はACB との公式

な協力関係構築を目指している。 
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５－５ 持続性 

持続性は高い。たとえすべての目標が達成されても、成果が持続しなければプロジェクトは成

功とはいえない。持続性は重要な評価項目で、各種の所轄官庁間連携機関や調整基盤の持続性が

表８のとおり検証された。BBEC フェーズ 2 のプログラム目標は保全体制の強化で、体制と持続

性には本質的な繋がりがあり、プロジェクトは計画時から持続性を考慮していたといえる。 
 

表８ 各種調整機構の持続性検証 

 機構名 現況/ 持続性の検証 
1. ラムサール地域諮問

委員会 
この委員会はまだ活動を開始していない。CEPA や研究事業、

エコツーリズム振興、野生生物保全や警護などの活動のために、

委員会はすぐに活動を開始すべきである。 
2. ラムサール緩衝地帯

（バッファーゾー

ン）管理チーム 

既に数回の会合を開催した。チームには特定の中心的な組織や

議長がいないため、その持続性に疑問が残る。例えば森林局を中

心組織・議長とした審議会に転換し、このチームの活動を継続す

べきである。 
3. ラムサール条約調整

審議会 
ラムサール条約登録湿地の管理計画策定中は、同審議会は活発

に動いており、動物に関する調査を完了した。この審議会は、ラ

ムサール条約登録湿地のマネジメントと緩衝地帯（バッファーゾ

ーン）のマネジメントの 2 つの機能を調整する重要な役割を担っ

ている。この審議会を持続するために、議長である SaBC の能力

向上が必要である。 
4. ラムサールCEPA 審

議会 
CEPA キットを開発したCEPA 下部審議会は、CEPA 実施のた

めの審議会へ移行する。 

事例 5：日本からの追加資金 
 

生物多様性と生態系保全のために、日本から追加資金が投入される可能性がある。例えば、BBEC
フェーズ 2 に触発され、以下の事業が実施される。1）JICA の支援による酪農大学の「サバ州におけ

る生物多様性保全のための地域主体型地域おこしプロジェクト」、2）JICA の支援による九州工業大学

の「ボルネオ生物多様性のためのパームバイオマスを活用した革新的グリーン産業の創出プロジェク

ト」、3）JICA 支援によるバンブーテクノ社の「山仙式平窯炭化法によるバイオマス炭化技術研修事業」、

4）世界保護地域委員会日本委員会（World Commission on Protected Areas Japan：WCPA-J）による「ア

ジア国家パート会議に向けた研究事業」 
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 機構名 現況/ 持続性の検証 
5. サバ環境教育モニタ

リングチーム

（SEEMOT） 

このチームは、2012 年末までに SEEP の実施状況のモニタリン

グ結果を取りまとめる。SEEN の構成員でもある一部のメンバー

は活発であるが、特に政府機関などが報告書を作成できるか懸念

がある。SEEMOT の作業領域は、緑化問題から公害、廃棄物まで

広く、課題別作業部会を作ることを検討すべきである。 
6. サバMAB 技術作業

部会 
この部会はMAB 登録申請を進め、今後管理計画策定の審議会

に移行すべきである。SaBC はMAB 登録申請の窓口であって、

管理計画策定では実施主体となるサバ州公園局が主導的となる

べきで、管理計画実施では郡が重要な役割を担うため、郡が適切

に関与すべきである。 
7. CUZ タスクフォー

ス 
CUZ 推進で、このグループは困難に遭遇し続けた。CUZ が正

式に制度化されるまで努力を続けなければならない。SPs の理事

会の決定によると、このグループは新たにコミュニティ代表者を

加えて、CUZ 管理審議会に移行するようである。 
8. CUZ 管理審議会と

下部審議会 
当初、本管理審議会とは別に、コミュニティレベルの審議会の

形成が計画されていた。しかし、SPs は局を議長とし、5 名のコ

ミュニティ代表者と5名の関係機関からの代表者から成る管理審

議会の設立を決めた。 
9. 永久小区画管理審議

会 
これは、CRBR の永久小区画における調査の持続性を確保する

ための制度機構である。永久小区画をさまざまな研究者や学生が

研究に活用するが、彼らが交代しても長期的調査が継続すること

を担保する。 
10. LSWCA の土地登記

技術審議会 
本審議会は、LSWCA 内の河岸保護区の管轄権を巡って、プロ

ジェクト期間中多くの困難に遭遇した。この審議会はその役割を

終え、管理計画策定審議会へ移行する。 
11. LSWCA 管理計画策

定審議会 
野生生物局は、BBEC フェーズ 1 の支援を受けて 2006 年に

LSWCA の管理計画の素案を作成したが、LSWCA の正式設立が

大幅に遅れたため、まだ最終化されていない。LSWCA が正式に

設立したので、本審議会は観光文化環境省に提出する管理計画を

早急に最終化すべきである。 
12. SBC プロジェクトの支援により、SBC の機能は向上した。SBC の持

続性と更なる発展は、その実行者としての SaBC のコミットメン

トと協力次第である。現時点では SBC は年 3 回会合を開くだけ

で、課題別の作業部会はいまだに設立されていない。 
表８にある組織的な持続性に加えて、他の視点からプロジェクトの持続性を分析した結果が表

９にまとめられている。 
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表９ 持続性検証（調整機構以外） 

 視点 確認事項/持続性の検証 
1. 法的枠組み

と政策の更

なる改善へ

のコミット

メント 

サバ州生物多様性戦略と行動計画（SBSAP）はもうすぐ最終化・承認され

るが、その後ABS 規定などの追加政策が策定されるべきである。更に重要

なことは、適切な制度機構をもって、戦略の実施状況を評議会が定期的にモ

ニタリングすることである。評議会は年に 3 回会合を開くだけなので、課題

別作業部会を創始することを SaBC は支援すべきである。 
2. 継続作業の

ための持続

的資金 

SBSAP は、政府による十分な資金投入を伴って実施されるべきである。

既に、サバ州政府はCHM の開発のために SaBC に 200 万リンギットを投資

した。SaBC の資金的持続性と更なる発展は、政府のコミットメントと SaBC
の歳入創出能力にかかっている。2000 年のサバ州生物多様性法では「生物

多様性センター基金」の設立が提唱されている。 
3. 人材と技術

力、姿勢の変

化 

関係機関の人員不足はプロジェクト開始当初からの懸案事項であったが、

2012 年 5 月に 2 名の上級職員が SaBC に加わった。SaBC やその他の関係機

関の職員の多くがプロジェクトを通じて訓練され、今後外部からの投入がな

くても自立発展するレベルまで技術力が向上したことが確認された。日本人

専門家によると、自己啓発や縦割り行政の軽減、保護区内の住民に対する柔

軟性や主導力などに関する関係者の姿勢も改善した。 
 

５－６ 効果発現に貢献した要因 

サバ州の経済は自然観光産業に依存しているため、環境に関する一般的な関心が高い。サバ州

は、BBEC が開始する前から生物多様性の保全に対して活発に取り組んでいたことがプロジェク

トの効果発現に貢献した。プロジェクトはこれらの保全努力を更に強化することを補完した。 
国際的には、CBD-COP や気候変動枠組み条約締約会議（the Conference of the Parties to United 

Nations Framework Convention on Climate Change：UNFCCC-COP）、関連するイベントや国際イニ

シアティブなどの一連の動向により、生物多様性保全に関する国際的な関心と機運が高まった。

日本とマレーシア両国は CBD やその他の国際条約を批准しており、国際的な義務がプロジェク

ト推進の原動力の 1 つとなった。また、プロジェクトは 2000 年のサバ州生物多様性法を基準に計

画されており、プロジェクトの活動を進める上で必要な基本的法的枠組みが整っていた。 
プロジェクトの成功には、政府の資金能力が重要な役割を果たした。途上国側の実施機関がC/P

や必要経費を動員することができないといった、日本の技術協力プロジェクトにありがちな問題

点は本プロジェクトではなかった。プロジェクト事務所となるスペースやその他の資機材も適正

に提供された。 
サバ州にはサバ開発コリドー計画やハートオブボルネオ事業、サンゴ礁三角地帯イニシアティ

ブ（Coral Triangle Initiative：CTI）などのプロジェクトがあり、協働する機会が与えられた。また、

フェーズ 1 の業績があり、関係者の既存の技術力や人脈などが円滑なプロジェクト実施に貢献し

た。 
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５－７ 効果発現を阻害した要因 

ほとんどすべての関係機関は、行政の合理化による職員不足に直面している。重大な影響はな

かったものの、職員不足は特定のプロジェクト活動を遅らせた。 
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第６章 結論 

 
プロジェクトは、サバ州における生物多様性の保全のために、各関係機関が協力する行動規範

を確立することに多大に貢献した。プロジェクトは参加型で協議型のプロセスを推進し、情報が

共有され、総意が形成され、意思決定される仕組みを強化した。各関係者が協働するために、国

際的なイニシアティブに参加する手法は効果的であった。ラムサール条約と MAB 計画の指定地

域（BR）の登録申請と、それらの地域の管理計画策定は、関係者を一体化する原動力となり、国

際的な会議やシンポジウムの招致・参加は、関係者の関心と熱意を引き出した。こうした革新的

な手法は、保全のための体制強化の鍵である。プログラム目標はプロジェクト期間内に達成する

見込みであり、プロジェクトは予定どおり 2012 年 9 月に終了できる。 
プロジェクトは、SBSAP や SEEP など、保全の体制を強化するために必要な基本的な法制度環

境などの重要課題に対処した。ひとたび戦略が承認・実施されれば、プロジェクトが強化した体

制は政策として確立する。プロジェクトは、ワークショップやセミナー、専門家による日常的な

指導、重要課題に関する実務、研修講師としての経験の場の提供などを通じて、関係者の能力向

上にも多大に貢献した。 
プロジェクトは顕著な波及効果ももたらした。プロジェクトに触発されて各関係機関が独自の

試みを開始している。波及効果は、サラワク州やマレーシアのその他の地域、さらに国外へも及

びつつある。環境教育やCEPA の取り組みは、人々の意識と保全に対して長期間のインパクトを

与える。法の執行による取り締まりに限界があるなか、環境教育やCEPA の取り組みは、代替的

な保全手法としての潜在性を示した。 
今後の課題は、保全に対する更なる資金的強化である。特に SBSAP やラムサール条約登録湿

地、BR の各地域の管理計画などの実施とそのモニタリングに対する十分な資金が投資されるた

めに、現実的な資金調達の仕組みが確立される必要がある。ゾーニングや土地利用といった手法

を活用した保全は、サバ州にとっては新しく、こうした戦略の効果は今後、注視する必要がある。

SBC と SaBC の継続的な能力向上も今後の課題である。 
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第７章 提言 

 
７－１ 総論 

BBEC フェーズ 2 で導入した革新的アプローチによる保全努力は、生物多様性と生態系改善の

ために継続されなければならない。効果的な保全のために、多部門間協調のアプローチによる保

護区計画策定、管理を継続すべきである。持続可能な保全のために、民間の関与を継続して奨励

し、中米の「コスタリカモデル」のように、「サバといえばアジアの生物多様性中核拠点」という

国際的共通認識を確立するように努力すべきである。 
 

７－２ サバ州生物多様性戦略と行動計画 

1) NRO は、2012 年 9 月のプロジェクト終了までに、SBSAP 策定の参加型で協議型のプロセ

スを完了させ、承認のために当局に提出する。CBD-COP10 で採用された愛知目標に従い、

天然資源環境省（Ministry of Natural Resources and Environment：NRE）は 1998 年の国家生

物多様性政策を見直す予定で、国家とサバ州の生物多様性政策の整合性を確保しなければ

ならない。 
 

2) 戦略が最終化された折には、NRO と緊密に協調しながら、SaBC は戦略の実施モニタリン

グのために関係機関の調整を行い、SBC に進捗を報告する。現在の戦略ペーパー（案）に

ある「戦略のための諮問とモニタリングのパネル」を創始し、SaBC はパネルを適切に指導

する。新たな戦略の実施に対して、サバ州政府は十分な予算と人的資源を配分することが

極めて重要である。 
 

3) NRO は、関係機関の連携の下、州総合保護区システム（Sabah Integrated Protected Area 
System：SIPAS）を確立すべきである。そのために、戦略ペーパー（案）にあるように、保

護区の総覧と基本地図を定期的に更新し、システム事務局が校正の上、SAPAS の法的枠組

みも整備すべきである。 
 

4) 「グリーン経済」がリオ+20（国連持続可能な開発会議）の 2 つの主要課題の 1 つとなって

いるなか、近々に最終化される予定の戦略ペーパーの議論の中に、グリーン経済と成長の

概念とアプローチ、行動を盛り込むこととする。 
 
７－３ 資源の動員 

ラムサール条約登録湿地と BR の核心地域（コアエリア）、緩衝地帯（バッファーゾーン）、移

行地域（トランジッションエリア）のコミュニティによる生計向上を支援するために、資金と技

術的専門知識が動員されるべきである。貧困対策や農村インフラストラクチャー整備、農業開発、

マイクロファイナンス・マーケティングなどに対して、地球環境ファシリティ（Global Environment 
Facility：GEF）などのドナー資金や、連邦政府や市町村などの予算を活用することが必要である。

資金や技術資源の統合を、NRO や SaBC、郡などの地方自治体、その他の関係機関が促進し、ビ

ジネスパートナーやマーケティング仲介人として、民間が生計向上に参加すべきである。企業の
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社会的責任（Corporate Social Responsibility：CSR）も資金動員の可能性を秘めている。NRO や SaBC
は、積極的に主導力を発揮し、SBC は、2000 年のサバ州生物多様性法にある「生物多様性センタ

ー基金」を設立し、画期的な資金調達の戦略を模索することとする。 
 

７－４ SaBC 

SaBC は、2000 年のサバ州生物多様性法に規定された 13 の所掌任務を基に、包括的・現実的な

中長期計画を策定し、この計画を基に、2013 年の年次計画を策定すべきである。バイオテクノロ

ジーの研究と開発は、長く不確実な過程である。ABS は、短期的には州や民間に歳入をもたらさ

ない可能性もある。BBEC フェーズ 2 は、2012 年 9 月のプロジェクト終了まで、SaBC の中長期

計画策定を支援し、SaBC の役割と方針が、関係者に明確に理解されるように、策定される計画

を広く広報することとする。  
SaBC の制度的枠組み（SaBC がNRO の一部であるかなどの体制的位置づけの明確化や、SaBC

の権限の明確化など）を更に強化すべきである。 
 

７－５ CRBR/ CUZ/ MAB 

1) SPs は、USMB の住民と対話を続け、総意形成を通じて CUZ 管理計画を最終化する必要

がある。SPs は、十分な資金と人的資源を確保して管理計画を実施すべきである。保護区

内外における SPs とコミュニティの共同による参加型保護管理を実現できるように、SPs
は、CUZ の適切な枠組みと業務処理基準を制度化し、CUZ が制度化達成後は、SPs はCUZ
を他地域へも普及すべきである。 
 

2) SPs は、NRE からのコメントを取り込み、ユネスコに対するCRBR のMAB 計画への登録

申請を最終化し、2012 年の期限までに提出する。 
 

3) CRBR の正式なBR 登録を待つ間、SPs は、MAB 管理審議会を主導し、NRO や SaBC、地

方自治体（1 市と 8 郡）などの共同申請者の支援を受けて、クロッカー山脈公園の既存の

管理計画を考慮しつつ、緩衝地帯（バッファーゾーン）・移行地域（トランジッションエ

リア）も含めたCRBR の管理計画の策定を進めることとする。現在のMAB 技術作業部会

をMAB 管理審議会に移行し、SaBC が SPs やNRO、ほかの関係機関と協力して計画策定

プロセスを調整し、BR は管理計画どおりに適正に管理されるべきである。BR 内の大規模

インフラストラクチャー開発事業計画を適正にモニタリングする。SPs は核心地域（コア

エリア）、そのほかの関係機関は緩衝地域（バッファーゾーン）、移行地域（トランジッシ

ョンエリア）の管理を適正に統括し、組織体制を早急に話し合い、確立すべきである。SBC
は管理実施の進捗を緊密にモニタリングすることとする。 

 
4) SPs と SaBC は、BR で CEPA を広く振興すること、SPs と関係機関は、REEP を継続し、

更に発展させるべきである。REEP 参加者（教師等）によって作成された行動計画は、関

係機関が支援して実施することとする。 
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７－６ LKSW/ラムサール条約登録湿地 

1) SBC は、ラムサール条約登録湿地の LKSW とその流域における管理計画の実施進捗を適

正にモニタリングすることとする。保護地域（ラムサール条約登録湿地）では SFD、緩衝

地帯（バッファーゾーン）ではNRO が管理審議会を主導し、管理を進める。SaBC は両審

議会を調整し、評議会の意思決定を支援する。 
 

2) 2012 年 9 月のプロジェクト終了までに、NRO と緊密に協議の上、SaBC は LKSW とその

流域の年間管理計画策定のための機構と指針を提案し、これらの機構と指針に則り、SaBC
が各関係機関の年間管理計画策定の作業を促進するべきである。計画は審議会構成員間で

共有され、SaBC が編成して SBC に提出すべきである。SBC は年間計画の実施を積極的に

モニタリングし、NRO の指導力のもと、SFD と SaBC は SBC の意思決定を支援すること

が期待されている。 
 

3) 管理計画と年間計画を実施する際、警護や調査・モニタリング、流域の汚染防御、エコツ

ーリズム振興などを優先分野とすべきである。管理審議会の関係機関は、保全関係者だけ

ではなく、主要な汚染排出者（つまりパーム油産業）や経済活動主体（例えば観光業者や

漁業従事者、水利権所有者など）を巻き込むことが肝要である。 
 

4) ラムサール条約登録湿地とその流域を保全するためには、キナバタガン・セガマ河流域に

おける水質を長期的にモニタリングすることが非常に重要である。EPD、ITBC、DID、連

邦政府の環境局（Department of Environment：DoE）が重要な役割を担っており、NRO は、

緩衝地帯（バッファーゾーン）の管理審議会で主導力を発揮すべきである。サバ州政府は

汚染に関するモニタリングと法の執行を充実させる必要がある。最高意思決定者はこの問

題を検証することとする。 
 

5) ラムサール条約登録湿地での新たな基地建設が、SFD によって進められているが、早急に

完了する必要がある。基地は、SFD の警護活動はもとより、他の機関による調査・研究や

環境教育、観光振興にも活用されるべきである。SFD やその他の法執行機関の保護活動を

継続して強化する必要がある。 
 

6) ラムサール条約登録湿地でのCEPA 活動には、サバ州観光会議所やホテル、旅行代理店な

どの観光セクターと学校や教師、生徒、保護者などの教育セクターを巻き込むべきである。

例えば、ラムサールという国際ブランド名を前面に押し出し、ポスターやパンフレットな

どを作成し、ラムサール条約登録湿地とその生物多様性の重要性を強調することとする。 
 

7) ラムサール条約登録湿地のより良い管理と広報のため、ラムサール条約事務局の専門技術

を活用すべきである。より広範囲で長期的な協力のために、JICA は、ラムサール条約事

務局との正式な合意締結の可能性を継続して模索することとする。 
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７－７ SEEP/環境教育 

SEEMOT 構成員は、SEEP の実施状況をモニタリングし、その結果を厳格に分析する。EPD は、

SEEMOT の事務局として、プロジェクトで作成したモニタリングマニュアルに則り、モニタリン

グ報告書を 2013 年初めまでに作成し、当局に提出することとする。EPD は、報告書の提言を基

に、適正な対応策が取られることを保障すべきである。可能な限り、SEEMOT の主要な所見と提

言を一般に公開することとする。 
 

７－８ LSWCA 

LSWCA のビジターセンターは、現在 SWD によって改装工事中であり早急に竣工すること、

LSWCA 内と周囲の野生生物保全のために、名誉野生生物管理官制度を拡充することとする。 
SWD は、LSWCA 内の河岸保護区の特別法の承認を確保し、NRO や審議会メンバーの主導の

下、2012 年 9 月のプロジェクト終了までにLSWCA の管理計画を策定する。LSWCA 設立を通じ

て得た教訓は、追加の野生生物保全区や鳥獣保護区の創始に活用する。 
 

７－９ 知識の共有 

TCTP は、サバ州でのプロジェクトの知識と経験を広める良い機会である。サバ州政府機関と

ITBC は、この機会を賢明に活用すべきである。次期TCTP の研修内容の開発では、ITBC はNRO・
SaBC との共同議長によるタスクフォースを立ち上げ、革新的手法の紹介などが研修に取り込ま

れるように、現在の研修モジュールと教材を改定する。研修として取り上げられるべき題目は、

サバ州生物多様性戦略、ラムサール条約やMAB 計画などの国際枠組みを活用する基本的な原理、

保全のための流域アプローチ、包括的管理計画策定と実施、保全への民間参加などの革新的な手

法である。 
TCTP に関係機関の関与がさらに強化されるよう、NRO・SaBC は ITBC と協調し、関係機関と

の協議を通じて、必要に応じて予算案を見直すべきである。NRO・SaBC は、関係機関の参画に

必要な経費を考慮し、予算の算定と計画案を策定し、外務省に提出し、十分な資金を確保するこ

ととする。現在 JICA の支援を受けている TCTP は、最終的にはマレーシア技術協力プログラム

（Malaysia Technical Cooperation Programme：MTCP）に完全に引き継がれ、次期TCTP が終了する

2015 年までに、提案されているサバ地域研修センターやサバ地方公務員研修所（Sabah Institute of 
Public Administration：INSAN）などが協力して、ITBC などの実施機関が引き継ぐべきである。 
プロジェクトの知識と経験が、マレーシアの他地域に模倣されるためには、積極的な情報発信

が必要である。保全に関する研修がサバ州にある INSAN で提供されており、プロジェクト成果

を紹介する絶好の場となっている。NRO・SaBC は、サバ州にある INTAN との協力拡大の可能性

を、特設コースの新設なども含めて模索すべきである。また、NRE（連邦政府）や INTAN との

密接な協力も提言する。 
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第８章 他プロジェクトへの参考/教訓 

 
1. 政策や制度枠組みに対する技術支援は、適正に実施されれば、生物多様性の保全のために重

要で効果的であることが証明された。こうした技術支援は、生物多様性セクターにおけるグ

ッド・ガバナンスの強化に精通した適当な外国人及びマレーシア人専門家が必要で、それら

の専門家が十分な要員配置期間をもって派遣されるべきである。国際的なイニシアティブに

参加するアプローチは効果的である。 
 

2. サバ州でプロジェクトが実施される場合、連邦レベルの広報が、一般及び政治的支援を得る

上で重要である。 
 

3. BBEC II のように関係機関が多数の場合は、特に、プロジェクトの効果的な実施のためには

適当なC/P 機関と人員の確保が不可欠である。案件形成時に、周到な組織分析のうえ、適切

な組織体制を決定する必要がある。多数の関係機関を管理するために、それぞれの委任事項

や権限を明確にした上で、プロジェクト計画に取り入れるべきである。 
 
4. BBEC II では PDM は中間評価まで改訂できなかったが、PO は年 1 回、PO ワークショップ

を開催し改訂した。BBEC のような多くの関係機関が関わるプロジェクトの実施では、外部

要因の影響を受けやすく、実情に合わせた工夫が必要である。PDM と PO は、プロジェクト

開始後 6 カ月以内に見直すべきである。プロジェクト開始から 1 年以内に、必要に応じてそ

れらを規定の手続きに則り修正することが重要である。 
 

5. BBEC II では、国際イニシアティブ（ラムサール条約、ユネスコMAB 計画）をクローズア

ップすることを、行政官のインセンティブ（国際的知名度のアップ）と民間へのインセンテ

ィブ（エコツーリズム等のプロモーション）とした。保護区外のゾーニングや土地利用計画

などによる保全には、関係機関やコミュニティ、民間のパートナー、その他の関係者に対す

る動機と関心を確保することが欠かせない。異なった関係者にはそれぞれ違った動機付けが

必要で、それらを特定することが重要である。 
 

6. BBEC II では多くの国を招聘するため（16 カ国、55 名）、情報発信と知見共有機能として効

果的であった（ASEAN の国々は、シンガポール以外すべて参加した）。TCTP は情報発信と

研修提供者の能力向上にも有効な手法である。類似事業間で、知識や経験を共有するのに有

効な場である。 
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ボルネオ生物多様性・生態系保全プログラムプロジェクト フェーズⅡ 
終了時評価 評価グリッド（案） 

Ver 04: April 30, 2012 

評価 
5 項目 

評価設問 情報収集方法・ 
情報源 

備考 
大項目  小項目 

妥当性 両国の政

策・優先度と

の合致 

1-1 上位目標とプログラム目標は、日本の援助方針、重点分野、優先国・

地域などと整合性があるか？ 

 詳細計画策定調査報

告書 

 中間レビュー報告書 

 関連資料 

策定中の JICA国別

分析ペーパー案で

は、「日マ相互利益

増進に資する国内

課題への対応」と

して再整理 

  1-2 上位目標とプログラム目標は、マレーシア国およびサバ州の開発政

策・計画、重点分野、優先地域などと整合性があるか？ 

 詳細計画策定調査報

告書 

 中間レビュー報告書 

 第 10 次マレーシア計

画などの関連資料 

 Halatuju 

中間レビューの

「国内外に対する

知識・情報の拠点

となることは、サ

バ州にとって優先

事項ではない」を

確認 

 現地ニーズ

との合致 

1-3 事業計画時と開始時、現地ニーズの把握は十分になされたか？保全

分野における現地ニーズは何だったか？事業目標や計画、アプロー

チは現地ニーズへの取り組みとなっているか？  

 詳細計画策定調査報

告書 

 中間レビュー報告書 

 専門家の定期報告書 

 

 計画・アプロ

ーチの適正 

1-4 前フェーズの成果を活用できたか？  関係者への聞き取り  
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  1-5 両国に法的な履行義務がある CBD に、事業の計画・アプローチが

合致し、CBD と取り巻く近年の動向のなかで、事業の意義が変化し

たか？ 

 CBD 

 愛知生物多様性ﾀｰｹﾞｯ

ﾄ 

 Satoyama ｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ関

連資料 

 第 4 回 CBD 国家報告

書 

 NCSA 報告書 

 専門家の定期報告書 

こうした側面から

の追加分析は有用

か？ 

  1-6 CUZ 推進や関係機関の数、活動分野の多岐性、活動範囲、活動の時

間配分、指標設定など、事業計画とアプローチは現実的だったか？

また、事業がコントロールできない外部条件の事前評価が適正だっ

たか？ 

 専門家の定期報告書 

 関係者への聞き取り 

 

有効性 プログラム

目標に関す

る実績と達

成度 

2-1 プログラム目標に関する 3 つの指標が達成されたか？  プロジェクト作成自

己評価 

 専門家の定期報告書 

 

  2-2 その他、プログラム目標に関連する重要な実績があったか？  関係者への聞き取り  

 実績の質 2-3 改訂「サバ保全戦略」は、CBD などの政策に沿っているか？  サバ保全戦略文書 文書未入手 

  2-4 ラムサール及び MAB の 2 つのサイトの保全目的と、想定される効

果は明確か？ 

 関係者への聞き取り 

 現場視察 

MAB登録の目的と

効果は何か？ 

  2-5 第三国研修やその他の研修でどのような効果が発現しているか？   研修・セミナー資料 

 関係者への聞き取り 

研修関連資料が十

分あるか？ 

  2-6 その他のプログラム目標に関する主要な実績の質は適正だったか？  To Be Identified  
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 促進・阻害要

因と外部条

件 

2-7 プログラム目標達成を促進・阻害した要因（制度・法律、体制・リ

ソース、技術、政治、社会文化、環境等の側面）は何か？ 

 関係者への聞き取り 

 現場視察 

 

効率性 投入とその

有効活用、活

動の実績 

3-1 日本・マレーシア側からどのような投入が行われ、その投入が有効

活用され、活動が実施されたか？投入の質は適正で、ニーズに合致

していたか？ 

 専門家の定期報告書 

 関係者への聞き取り 

 現場視察 

最新の実施運営総

括表と添付資料未

入手 

  3-2 他機関・プログラムとの協調、協力、資源統合、役割分担などによ

って、事業の資源が効率的に利用されたか？ 

 専門家の定期報告書 

 関係者への聞き取り 

 

 投入と成果

のバランス 

3-3 成果と投入量の間のバランスはどうだったか？活動分野や範囲が、

専門家や在外事業費の投入量と適合していたか？ 

 専門家の定期報告書 

 関係者への聞き取り 

 

 スケジュー

ルの適正 

3-4 投入や活動はスケジュールどおり実施されたか？  最新の PO 

 専門家の定期報告書 

 

 アウトプッ

トに関する

実績と達成

度 

3-5 事業の 3 つのアウトプットと 3 つの準アウトプットに対する合計 26

の指標が達成されたか？ 

 中間レビュー報告書 

 プロジェクト作成自

己評価 

 専門家の定期報告書 

 

 促進・阻害要

因と外部条

件 

3-6 アウトプット達成を促進・阻害した要因（制度・法律、体制・リソ

ース、技術、政治、社会文化、環境等の側面）は何か？ 

 関係者への聞き取り 

 現場視察 

 

インパ

クト 

上位目標の

達成見込み

予測 

4-1 改訂「サバ保全戦略」が、どの程度関係機関に受け入れられ、予算

措置などコミットがあり、実施可能か？ 

 関係者への聞き取り 

 関連資料 

どのような関連資

料が入手可能か？ 
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  4-2 事業への訪問者やﾒﾃﾞｨｱ露出、国際会議への関与、海外研究機関・研

究者・実務者とのﾈｯﾄﾜｰｸ、地元大学との連携、出版、広報などを通

じて、事業の成果が国内・国際的に広く認知され始めているか？ 

 プロジェクト作成自

己評価 

 専門家の定期報告書 

 出版物やｳｪﾌﾞｻｲﾄ 

 関係者への聞き取り 

 現場視察 

KKWC の常設展示

ｺｰﾅｰやﾗﾑｻｰﾙﾍﾞｰｽｷ

ｬﾝﾌﾟの視察？ 

  4-3 事業対象地において、生物多様性の向上と生態系の改善の兆候が見

られるか？ 

 ﾍﾞｰｽﾗｲﾝﾃﾞｰﾀ 

 現況ﾃﾞｰﾀ 

 現場視察 

適切な既存ﾃﾞｰﾀが

あるか？評価項目

として適切か？ 

 促進・阻害要

因と外部条

件 

4-4 上位目標達成を促進・阻害することが予想される要因（制度・法律、

体制・リソース、技術、政治、社会文化、環境等の側面）は何か？

 関係者への聞き取り 

 現場視察 

 

 実績の先進

性と革新性 

4-5 CUZ 推進やゾーニング、管理計画策定、管理規定策定など、当地に

おいて有効かつ先進的な概念が紹介され、先進的な調査法や保全対

策、環境教育などの導入が定着しつつあるか？ 

 専門家の定期報告書 

 関係者への聞き取り 

 現場視察 

特記事項として強

調する？ 

 重要な副次

効果 

4-6 SaBC の創設と活動により、縦割りだった保全行政に具体的な改善

が見られ、役割の重複等の合理化が進んだか？ 

 関係者への聞き取り もしもあれば 

 波及効果 4-7 事業に触発されて、新規事業や政策が計画・推進・開始されたり、

新たなラムサール・MAB 登録準備が検討されているか？ 

 関係者への聞き取り 

 関連資料 

 

  4-8 青年海外協力隊隊員や草の根技協、世界保護地域委員会日本委員会

（WCPA-J）など、BBEC II に触媒された事業による成果は何か？ 

 専門家の定期報告書 

 関係者への聞き取り 

 関連資料 
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（横断

的項

目） 

実施プロセ

ス 

0-1 事業目的や課題、計画、PgDM の変更などの真意、教訓などが、関

係機関・関係者間で適正に共有され、意思決定などが、関係者の間

の適正な情報交換や協議、意思疎通、議事録交換などによって実現

したか？ 

 関係者への聞き取り 

 現場視察 

中間レビューの提

言が考慮された

か？ 

  0-2 適正な CP が配置され、担当者の継続や相手国側からの便宜供与や

予算措置が適正であったか？ 

 専門家の定期報告書 

 関係者への聞き取り 

 

  0-3 相手国側が主体となり、オーナーシップ意識を伴った事業実施がな

されたか？関係機関間での温度差はあったか？ 

 関係者への聞き取り 持続性の重要な指

標 

  0-4 事業のモニタリングと評価、フィードバックは、適正な仕組みと当

事者意識を伴って実施されたか？ 

 関係者への聞き取り 持続性の重要な指

標 

  0-5 プログラム運営委員会は適正に機能したか？JICA 現地事務所や本

部などと適正に調整できたか？チーム内に運営上の問題はなかった

か？ 

 関係者への聞き取り  

持続性 人材育成の

達成度 

5-1 関係者に移転された技術や、本邦研修、その他の研修等で得た知識

を、業務で有効に活用しているか？今後、外部からの支援無しで活

動が発展するレベルに関係者の能力が到達しているか？ 

 各種研修報告書 

 関係者への聞き取り 

 現場視察 

研修の資料が十分

にあるか？ 

  5-2 関係者の意識や業務姿勢、リーダーシップ、住民からの信頼などに

変化があったか？ 

 関係者への聞き取り 

 現場視察 

 

 組織強化の

達成度 

5-3 SaBC のビジョンが共有され、活動計画と役割通りに活動が継続さ

れるか？ SaBC と関連機関に適正な人材が配置され続け、あるいは

改善されるか？ 

 関係者への聞き取り 

 関連資料 

 

  5-4 CEPA や環境教育、調査手法などに関連するﾏﾆｭｱﾙや教材の質、各種

調査の成果が適正か？ 

 関係者への聞き取り 

 関連資料 

 

  5-5 永久調査区やﾗﾑｻｰﾙｻｲﾄ、CUZ 村などで実施した各種調査や TEK 調  関係者への聞き取り 情報管理ｼｽﾃﾑの位
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査が、生物多様性情報管理ｼｽﾃﾑに統合され、ｼｽﾃﾑの持続性が見込ま

れるか？ 

 現場視察 置づけは？ 

 政策・制度整

備の至適 

5-6 SaBC が調整役となり、公的資金や民間資金が保全分野に投資され

る体制や、サバ保全戦略への予算措置が確保されるか？ 

 関係者への聞き取り 

 関連資料 

どのような関連資

料が入手可能か？ 

  5-7 資金調達制度（ABS など）が整備されつつあるか？   関係者への聞き取り 

 関連資料 

事業における ABS

の位置づけは？ 

  5-8 サバ州政府機関間や連邦政府、FRIM、サバ大学、サバ生物多様性評

議会、国際機関、他援助機関と、SaBC や各関係機関の協調と協力

の規範が確立しつつあるか？ 

 関係者への聞き取り 次期協力の枠組み

への示唆？ 

  5-9 生物多様性と生態系の定期的なモニタリングと、その結果が政策へ

反映される体制が確立する見込みがあるか？ 

 関係者への聞き取り 

 関連資料 

どのような関連資

料が入手可能か？ 

 促進・阻害要

因と外部条

件 

5-11 持続性を促進・阻害することが予想される要因（制度・法律、体制・

リソース、技術、政治、社会文化、環境等の側面）は何か？ 

 専門家の定期報告書 

 関係者への聞き取り 

 現場視察 

 

 出口戦略-次

期協力1 

5-12 サバ州の保全分野において優先順位が高いとされる事項は何か？   第 4 回 CBD 国家報告

書 

 NCSA 

 2010 年 MDG 報告書 

 関係者への聞き取り 

要請書に対するプ

ロジェクト側のｺﾒ

ﾝﾄはあるか？ 

  

                                                  
1 評価グリッド上不要であれば削除。現在の次期協力の要請書は、事業対象地域や事業のアウトライン、投入専門家の分野など、BBEC II の継続との印象が否めない。BBEC I&II の成果を基に、

今後生態系が改善し、自給的な連鎖により持続するまでのシナリオ（現況、必要活動の特定、投入の積算、現実的なスケジュールなど）を描いた上、外部からの支援のニーズを他機関・他事業との

連携も考慮して特定する必要がある。アプローチ、目的、事業対象地域、アウトラインを見直し、BBEC I＆II の単なる継続ではない次期協力の詳細計画策定を第 2 次現地調査時に行う。投入専門

家の分野や業務範囲、拠点なども見直し、第 3 国研修の内容の詳細化も行う。 
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  5-13 上記の優先順位が高い事項の中で、能力が強い分野と弱いと分野は

どこか？それを強化するために必要な介入（ニーズ）は何か？ 

 関係者への聞き取り 

 現場視察 

 

  5-14 上記のニーズに対処するために、外部からの支援を必要としないも

の、必要とする事項は何か？ 

 関係者への聞き取り 

 関連資料 
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主要面談者リスト 

 
List of Interviewees 
 

Name Organization Position Time & Date 

Mr. Gerald Jetony NRO Senior Geologist 9:00, May 7, 2012 

Dr. Abdul Fatah Amir SaBC Director 11:00, May 7, 2012 

Dr. Abdul Hamid Ahmed ITBC-UMS Associate Professor 14:00, May 7, 2012 

Mr. Ludi Apin SPs Assistant Director 8:30, May 9, 2012 

Mr. Boni Antiu SPs Park Manager 8:30, May 9, 2012 

Mr. Yassin Niki SPs Park Manager, CRP 8:30, May 11, 2012 

Mr. Albanus Gamani SPs Ranger 12:00, May 11, 2012 

Mr. Silvester Saimin SWD Wildlife Officer 14:00, May 8, 2012 

Mr. Frederick Kugan SFD Deputy Director, Forest Section 

Planning 

9:00, May 10, 2012 

Mr. Hussin Tukiwan SFD Kinabatangan DFO 9:00, May 10, 2012 

Mr. Ahmed Saibi Zulkepli SFD Forest Section Planning Officer 9:00, May 10, 2012 

Mohd Amzari Mohd Yusof SFD Deputy Director, Forest Section 

Planning 

9:00, May 10, 2012 

Ms. Bernadette Toeman RDC RDC Manager 11:00, May 10, 2012 

Mr. G. Hubert Petol RDC Head of Interpretation & Arboretum 11:00, May 10, 2012 

Ms. Mayligh Good RDC Assistant Research Officer 11:00, May 10, 2012 

Ms. Loraite Cecilia Lobin RDC Research Assistant 11:00, May 10, 2012 

Ms. Phylesia Jill Rama RDC Research Officer 11:00, May 10, 2012 

Ms. Ken Kavtina Khamis UST Administrative Officer 16:00, May 8, 2012 

Mr. Yap Siew Fah DID Senior Assistant Director 14:00, May 9, 2012 

Mr. Vitalis Moduying EPD Environment Protection Dept. 16:00, May 7, 2012 

Ms. Nurfaeriane Nordin EPD Environment Control Officer, 

Education Division 
16:00, May 7, 2012 

Ms. Tan Hui Shim WWF Senior Manager, Programme 

Development 

11:00, May 9, 2012 

Ms. Jocelyn Maluda KKWC Education Officer 9:00, May 12, 2012 

Ms. Anzella Juwilin EAC District Coordinator Officer 10:30, May 8, 2012 
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Result of Joint Terminal 
Evaluation of BBEC 2

24th May 2012

1

Outline of Today’s Presentation

1. Evaluation Members & Schedule 
2. Methodology
3. Outline of BBEC II
4. Inputs
5. Achievements
6. Evaluation Results
7. Conclusion
8. Recommendations

2
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1. Members and Schedule
Japanese Members Malaysian Members
1. Mr. Shuichi Ikeda (Leader)
Deputy Director General, JICA HQ

1. Ms. Zarina Ali Merican (Leader)
Deputy Director, EPU

2. Mr. Tetsuro Kaji
Director, Natural Parks Foundation

2. Mr. Sivaneswaran Ramachadran
Principal Assistant Director, EPU

3. Dr. Masaaki  Yoneda
Visiting Senior Advisor, JICA HQ

3. Ms. Chitra Subramaniam
Principal Assistant Secretary, NRE

4. Mr. Kotaro Taniguchi
Deputy Director, JICA HQ

4. Mr. Aiyub Omar
Principal Assistant Secretary, Wisma
Putra

5. Mr. Shinichiro Tsuji
Evaluation Specialist, Nippon Koei

3

Duration: 6th ‐ 24th May 2012
Visited: NRO, SaBC, SP, SWD, SFD, RDC, EPD, UST, DID, ITBC‐UMS, EAC, KK 
Wetland Centre,  WWF‐Malaysia, Lower Kinabatangan‐Segama Wetlands, 
Crocker Range Park

2. Methodology
 Joint evaluation team consisting of representatives 
from the Japanese and Malaysian sides

 Preparation of “Evaluation Grid”
 Document review
 Interview survey (semi‐structured interview with a 
set of guiding questions)

 Site visit/ visual observation
 Lower Kinabatangan‐Segama Wetlands
Oil Palm Plantations and Mills
 Crocker Range Park

 Consultation with stakeholders
4
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3. Outline of BBEC II (1)
Project Period: October 2007 – September 2012
Target Areas: State of Sabah, Malaysia (fields: Crocker Range 

Park, Lower Kinabatangan‐Segama Wetlands, Lower Segama 
Wildlife Conservation Area) 

Overall Goal: Biodiversity and ecosystem conservation in Sabah 
is strengthened and internationally recognised.

Programme Purpose: A system for biodiversity and ecosystem 
conservation in Sabah is strengthened and Sabah state 
becomes capable of extending knowledge and skills on 
biodiversity conservation to other states of Malaysia and 
foreign countries.

5

3. Outline of BBEC II (2)
Expected Outputs:
Output 1: The capacity of the Sabah State to plan, coordinate 
and promote biodiversity and ecosystem conservation 
activities is strengthened.

Output 2: The capacity of Sabah state agencies and UMS to 
implement biodiversity and ecosystem conservation activities 
for protected areas such as state parks, wildlife conservation 
areas, and forest reserves is enhanced.

Output 3: The capacity of Sabah state agencies and UMS to 
provide training on biodiversity and ecosystem conservation is 
enhanced.

6
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4. Inputs

Japanese Side Malaysian Side
1.Experts 1. Counterparts
2. Trainings in Japan 2. Office Space
3. Equipment 3. Local Costs
4. Local Costs

7

5. Achievements (1)

• Lower Kinabatangan and Segama Wetlands are 
registered under the Ramsar Convention

• The application for the Crocker Range Park to be 
registered under the Man and Biosphere (MAB) 
Programme was submitted.

• Sabah Biodiversity Centre (SaBC) is appointed as a 
state focal point for Ramsar and MAB and has 
chaired various cross‐sectoral committees with 
regards to biodiversity conservation

8
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5. Achievements (2)
• Sabah Biodiversity Strategy is being drafted (to be 
completed possibly by September 2012), and other 
policy frameworks are strengthened regarding 
environmental education policy and community‐based 
protected area management (CUZ).

• The reputation of Sabah as a “centre of excellence” of 
biodiversity conservation is being developed through 
hosting  and participating in various international 
events.

• Institutional mechanism and norm for inter‐sectoral 
collaboration was strengthened for biodiversity and 
ecosystem conservation.

9

6. Evaluation Result based on 5 Criteria

10

Criteria Result Reason

Relevance Very high BBEC2 was in line with international initiatives (e.g., CBD), Japanese 
development priorities and Malaysian and Sabah policies.

Effectiveness High Major indicators were achieved as expected, and Programme
Purpose (the strengthening of a system for conservation) was 
fulfilled. 

Efficiency Moderately 
high

The programme was implemented efficiently, and outputs were 
generated through cost sharing by various agencies and 
organisations. Significant time and effort were invested in certain 
activities as CUZ institutionalization, LSWCA gazettment & launching 
of CEPA. 

Impact Positive 
impact is 
high

The spillover effects/ replications of BBEC2 models are taking place. 
Additional protected areas will be created, EE policy will be 
replicated in Sarawak, international research collaborations will 
increase, law enforcement for conservation will be further 
strengthened. No significant negative impact was observed.

Sustainability High Key institutional mechanisms are currently operational and likely to 
continue. The capacity of concerned personnel and agencies were 
enhanced to a self‐sustaining level. Financial sustainability needs to 
be ensured for continuous conservation effort.
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7. Conclusion

 BBEC2 has achieved its key objectives and 
significantly contributed to the better management 
and conservation of biodiversity in Sabah. 

 The better management and conservation is likely to 
continue and develop further in future through the 
system and policies strengthened by BBEC2.

 The challenges ahead are the mobilisation of 
adequate financial resources for biodiversity 
conservation and continuous growth of SaBC.

11

Recommendations(1)
General

• The conservation efforts through innovative 
approaches introduced by BBEC2 must 
continue for biodiversity and ecosystem in 
Sabah. ・・・・・・・Eventually, Sabah should 
establish reputation as a “biodiversity center of 
excellence in Asia”, as Costa Rica being a model 
in Latin America.

12
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Recommendations(2)
Sabah Biodiversity Strategy and Action Plans
• NRO shall finalize the participatory, consultative process of 

updating Sabah Conservation Strategy (SBC).
• SaBC should coordinate concerned agencies to monitor the 

Strategy with close collaboration of NRO and report the progress to 
Sabah Biodiversity Council. ・・・・ It is vital that the Sabah 
Government to allocate adequate budget/ human and other 
related resources to the implementation of updated Strategy.

• The concept, approaches and actions regarding Green Economy 
and Growth should be incorporated in the discussion of 
biodiversity conservation in Sabah and in the SBC

13

Recommendations(3)
Resource Mobilisation
• The fund available at donor agencies, such as GEF, as well as 

federal and local programmes should be tapped for poverty 
alleviation, village infrastructure development, agriculture 
development, microenterprise/ marketing support and 
microfinance interventions.  ・・・・・・

SaBC
• SaBC should prepare its comprehensive, realistic medium‐term/ 

long‐term action plan based on the 13 mandates under the 
provision of Sabah Biodiversity Enactment 2000.  ・・・・・

• Institutional framework of SaBC should be strengthened further.

14
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Recommendations(４)
CRBR/ CUZ/ MAB
• Sabah Parks (SPs) should continuously engage in dialogues with 

community people in Ulu Senagang Mongool Baru. ・・・・・・・・・・・
SPs should institutionalise an appropriate framework and standard 
operation procedure for CUZ ・・・・・・・

• SPs, with the support of SaBC, should finalise the application of 
CRBR for UNESCO’s Man and Biosphere (MAB) Programme ・・・・・・
as soon as possible (within the deadline in 2012). 

• SPs should lead the MAB management committee for the 
preparation of management plan with the support of joint 
applicants, including NRO, SaBC, and local government units ・・・・・

• SPs and SaBC should promote CEPA widely in the proposed MAB 
area. 

15

Recommendations(５)
LKSW/ Ramsar Area
• For the core zone, the Sabah Forestry Department should lead the 

management committee for the management, and NRO should 
lead the buffer zone management committee. SaBC should actively 
coordinate with both committees so that it would support the 
decision making of the Council.

• In close consultation with NRO, SaBC should propose a 
mechanism/ guideline for annual planning for the management of 
the Ramsar area and its river basin within the project period by 
September 2012. 

• All the concerned agencies in the management committees for 
both buffer and core zones should adopt an approach to involve 
not only the conservation actors but also significant polluters (i.e., 
palm oil industry) and economic players (e.g., ecotourism 
operators, fishery industry, water users, etc.). 

16
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Recommendations(５)
（continued)
• It is critical to monitor the water quality of the Kinabatangan and 

Segama rivers for the conservation of Ramsar area and its river 
basin. 

• The construction of a new base camp in within the Ramsar site is 
ongoing by the SFD ・・・・・・ The base camp should be utilised for 
protection works by the SFD, as well as research, environmental 
education and tourism by other institutions. 

• CEPA for the Ramsar area and its river basin should involve the 
tourism sector, i.e. the Sabah Tourism Board, hotels and travel 
agents, as well as the education sector (schools, teachers, students, 
parents, etc.). 

• For better management and publicity of LKSW Ramsar sites, the 
technical expertise of the Secretariat of Ramsar Convention
should be utilised.  17

Recommendations(６)
SEEP/ Environmental Education
• EPD as a secretary of SEEMOT should make sure that the report will 

be prepared on the monitoring at the beginning of 2013 in 
accordance with the monitoring manual and submit it to proper 
decision makers. 

LSWCA
• SWD should expand the “honorary wildlife warden” programme for 

better conservation of wildlife in and around the Ramsar area. 
• SWD should ensure the approval of the regulation for riparian area 

within LSWCA, and the management planning for the LSWCA 
should be completed as soon as possible

18
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Recommendations(７)
Knowledge Sharing
• For the development of training contents for the next phase of 

TCTP, ITBC‐UMS should establish a taskforce to be co‐chaired by 
ITBC‐UMS and NRO/SaBC. 

• NRO/SaBC should collaborate with ITBC‐UMS more actively in 
order to strengthen involvement of Sabah State Government 
agencies in TCTP. 

• It should also explore the creation of a specialised course at INTAN 
campuses so as to share BBEC’s experiences within Malaysia. It is 
also recommended that NRE as well as INTAN closely collaborate 
with the Sabah State Governmental agencies to share the 
experiences.

19

Thank you for your attention!
Terima Kasih!

Arigatou Gozaimasu!
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